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第１章 総  則     

１－１ 適用 

１ この「山元町上水道工事共通仕様書」（以下「共通仕様書」という。）は、山元町上下水

道事業所が発注する土木工事、配管工事，その他これらに類する工事（以下「工事」とい

う。）に係る工事請負契約書（頭書を含み、以下「契約書」という。）及び設計図書の内容

について、統一的な解釈及び運用を図るとともに、その他必要な事項を定め、もって契約

の適正な履行の確保を図るためのものである。 

２ 受注者は、共通仕様書の適用にあたっては、山元町請負工事監督規程及び山元町請負工

事検査規程に従った監督・検査体制のもと、建設業法第 18 条に定める建設工事の請負契

約の原則に基づく施工管理体制を遵守しなければならない。また、受注者はこれら監督、

検査（完成検査，既済部分検査）にあたっては、地方自治法施行令（令和 4年 2月 24 日

政令第 46号。以下「施行令」という。）第 167 条の 15 に基づくものであることを認識し

なければならない。 

３ 契約書に添付されている図面及び特記仕様書に記載された事項は、この共通仕様書に優

先する。 なお、それらに定めのない事項については，以下に示す仕様書、基準、指針等

によるものとする。 

(１) 水道施設設計指針 （日本水道協会） 

(２) 水道維持管理指針 （日本水道協会) 

(３) 水道施設耐震工法指針・解説 （日本水道協会) 

(４) 水道工事標準仕様書 （日本水道協会） 

(５) 共通仕様書（土木工事編Ⅰ・Ⅱ） （宮城県土木部） 

(６) ＪＩＳ規格 （日本産業規格） 

(７) ＪＷＷＡ規格 （日本水道協会規格） 

(８) 水道・土木・電気・機械に関する法及び技術基準、その他の学会にて制定された各

種基準、示方、仕様、規格、並びに法令で定められる規則、規程、基準等。 

なお、上記に特に定められていない事項については、すべて監督職員の指示による

ものとする。 

４ 設計図書の間に相違がある場合又は図面からの読み取りと図面に書かれた数字が相違す

る場合、受注者は監督職員に確認して指示を受けなければならない。  
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５ ＳＩ単位については、ＳＩ単位と非ＳＩ単位とが併記されている場合は（ ）内を非Ｓ

Ｉ単位とする。受注者は、ＳＩ単位の適用に伴い、端数処理の方法が（ ）内に示された

ものと異なる場合は、監督職員と協議しなければならない。  

また、数式等の単位表示が含まれる場合でＳＩ単位が併記されていない場合は、ＳＩ単

位適用後も非ＳＩ単位で使用するものとする。 

１－２ 用語の定義 

１ 監督職員とは、工事の監督を行う職員で、その氏名を受注者に通知した者をいう。 

２ 契約図書とは、契約書及び設計図書をいう。 

３ 設計図書とは、仕様書，図面，現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。 

４ 仕様書とは、各工事に共通する共通仕様書と工事ごとに規定される特記仕様書を総称し

ていう。 

５ 共通仕様書とは、各建設作業の順序、使用材料の品質、数量、仕上げの程度、施工方法

等工事を施工するうえで必要な技術的要求、工事内容を説明したもののうちあらかじめ定

型的な内容を盛り込み作成したものをいう。 

６ 特記仕様書とは、共通仕様書を補足し、当該工事の施工に関する明細または工事に特有

の技術的要求のほか諸条件を定める図書をいう。 

なお、設計図書に基づき監督職員が受注者に指示した書面及び受注者が提出し監督職員

が承諾した書面は、特記仕様書に含まれる。 

７ 現場説明書とは、工事の入札に参加するものに対して発注者が当該工事の契約条件等を

説明するための書類をいう。 

８ 質問回答書とは、現場説明書及び現場説明に関する入札参加者からの質問書に対して発

注者が回答する書面をいう。 

９ 図面とは、入札に際して発注者が示した設計図、発注者から変更または追加された設計

図、工事完成図等をいう。 

なお、設計図書に基づき監督職員が受注者に指示した図面及び受注者が提出し、監督職

員が書面により承諾した図面を含むものとする。 

10 指示とは、契約図書の定めに基づき、監督職員が受注者に対し、工事の施工上必要な事

項について書面により示し、実施させることをいう。 

11 承諾とは、契約図書で明示した事項について、発注者若しくは監督職員又は受注者が書

面により同意することをいう。 
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12 協議とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者又は監督職員と受注者が対

等の立場で合議し,結論を得ることをいう。 

13 提出とは、監督職員が受注者に対し、若しくは受注者が監督職員に対し、工事に係わる

書面又はその他の資料を説明し差し出すことをいう。 

14 提示とは、監督職員が受注者に対し、若しくは受注者が監督職員又は検査員に対し、工

事に係わる書面又はその他の資料を示し、説明することをいう。 

15 報告とは、受注者が監督職員に対し、工事の状況または結果について書面をもって知ら

せることをいう。 

16 通知とは、発注者又は監督職員と受注者又は現場代理人の間で、工事の施工に関する事

項について、書面により互いに知らせることをいう。 

17 連絡とは、監督職員と受注者又は現場代理人の間で、契約書第１９条に該当しない事項

又は緊急で伝達すべき事項について、口頭，ファクシミリ、電子メールなどの署名又は押

印が不要な手段により互いに知らせることをいう。 

なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。 

18 納品とは、受注者が監督職員に工事完成時に成果品を納めることをいう。 

19 書面とは、手書き、印刷等による工事打合せ簿等の工事帳票をいい、発行年月日を記載

し、署名又は押印したものを有効とする。 

20 確認とは、契約図書に示された事項について、監督職員、検査員又は受注者が臨場若し

くは関係資料により、その内容について契約図書との適合を確かめることをいう。 

21 立会とは、契約図書に示された項目において、監督職員が臨場により、その内容につい

て契約図書との適合を確かめることをいう。 

22 段階確認とは、設計図書に示された段階、監督職員が指示した施工途中の段階におい

て、監督職員が臨場等により、出来形、品質、規格、数値等を確認することをいう。 

23 工事検査とは、検査員が契約書第 34 条（検査及び引渡し）、第 41条（部分払）、第 42

条（部分引渡し）に基づいて給付の完了の確認を行うことをいう。 

24 検査員とは、契約書第 33条及び契約書第 34条第 2項の規定に基づき、工事検査を行う

ために発注者が定めたものをいう。 

25 同等以上の品質とは、品質について、設計図書で指定する品質、または設計図書に指定

がない場合には、監督職員が承諾する試験機関の保証する品質の確認を得た品質、もしく

は監督職員の承諾した品質をいう。 

なお、試験機関での品質の確認のために必要となる費用は、受注者の負担とする。 
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26 工期とは、契約図書に明示した工事を実施するために要する準備及び後片付け期間を含

めた始期日から終期日までの期間をいう。 

27 工事開始日とは、工期の始期日又は設計図書において規定する始期日をいう。 

28 工事着手とは、工事開始日以降の実際の工事のための準備工事（現場事務所等の設置又

は測量をいう。）、詳細設計付工事における詳細設計又は工場製作を含む工事における工場

製作工のいずれかに着手することをいう。 

29 工事とは、本体工事及び仮設工事,又はそれらの一部をいう。 

30 本体工事とは、設計図書に従って、工事目的物を施工するための工事をいう。 

31 仮設工事とは、各種の仮工事であって、工事の施工及び完成のために必要とされるもの

をいう。 

32 現場とは、工事を施工する場所及び工事の施工に必要な場所及び設計図書で明確に指定

される場所をいう。 

33 ＳＩとは、国際単位系をいう。 

34 ＪＩＳ規格とは、日本産業規格をいう。 

35 ＪＷＷＡとは、日本水道協会をいう。 

36 ＷＳＰとは、日本水道鋼管協会をいう。 

37 ＪＤＰＡとは、日本ダクタイル鉄管協会をいう。 

１－３ 設計図書の照査等 

１ 受注者からの要求があり、監督職員が必要と認めた場合、受注者に図面の原図を貸与す

ることができる。ただし、共通仕様等については、受注者が備えなければならない。 

２ 受注者は、施工前及び施工途中において、契約書第 19条（条件変更等）第 1項第 1号

から第 5号までに係わる設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督職員に

その事実が確認できる資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。 

なお、確認できる資料とは、現場の地形図、設計図との対比図、取合い図、施工図等を

含むものとする。また、受注者は監督職員から更に詳細な説明又は書面の追加の要求があ

った場合は従わなければならない。 

３ 受注者は、工事の施工にあたり、工事共通仕様書、特記仕様書及び設計図書に明示して

いない事項があっても工事の性質上、当然必要となるものについては監督職員と協議の

上、施工しなければならない。 

４ 受注者は、契約の目的のために必要とする以外は、契約図書及びその他の図書を監督職

員の承諾なくして第三者に使用させ、又は伝達してはならない。 
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１－４ 請負代金内訳書及び工程表の提出  

受注者は、契約書第 3条に規定する「請負代金内訳書」及び「工程表」を作成し、監督職員

を経由して発注者に提出しなければならない。 

１－５ 施工計画書 

１ 受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等について、請

負額が 500 万円以上の場合は「施工計画書」を、500 万円未満の場合は「施工要領書」を

監督職員に提出しなければならない。受注者は、施工計画書または施工要領書（以下「計

画書」という。）を遵守し工事の施工にあたらなければならない。この場合、受注者は，

計画書に以下の事項（施工要領書にあっては、下線で示した事項。）について記載しなけ

ればならない。 

また、監督職員がその他の項目について補足を求めた場合には，追記するものとする。

ただし、受注者は維持工事等簡易な工事においては、監督職員の承諾を得て記載内容の一

部を省略することができる。

(１) 工事概要 

(２) 計画工程表 

(３) 現場組織表 

(４) 指定機械 

(５) 主要船舶・機械 

(６) 主要資材 

(７) 施工方法（主要機械，仮設備計画，工事用地等を含む。） 

(８) 施工管理計画 

(９) 安全管理 

(10) 緊急時の体制及び対応 

(11) 交通管理 

(12) 環境対策 

(13) 現場作業環境の整備 

(14) 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 

(15) その他 

２ 受注者は、計画書の内容に変更が生じた場合には、その都度当該工事に着手する前に変

更に関する事項について、変更の計画書を監督職員に提出しなければならない。 

３ 受注者は、計画書を提出した際、監督職員が指示した事項について、さらに詳細な計画

書を監督職員に提出しなければならない。 
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１－６ コリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録 

受注者は、受注時又は変更時において工事請負代金額が 500 万円以上の工事について、工事

実績情報システム（コリンズ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として

「登録のための確認のお願い」を作成し監督職員の確認を受けた上、受注時は契約後、土曜

日、日曜日、祝日を除き 10 日以内に、登録内容の変更時は変更（工事請負金額のみが変更に

なった場合，原則変更登録は必要としない。ただし，3,500 万円をまたいで変更となった場合

には，変更登録を行う。また，500 万円を超える変更となった場合には新規登録を行う。）が

あった日から土曜日、日曜日、祝日を除き 10 日以内に、完成時は工事完成後土曜日、日曜

日、祝日除き 10 日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請をしなければならない。登録対

象は、工事請負代金額 500 万円以上（単価契約の場合は契約総額または契約限度額。）の全て

の工事とし、工期、技術者に変更が生じた場合に行うものとする。 

登録する技術者の従事期間は、契約工期を基本とする。但し、設計図書又は打合わせ記録等

の書面において、専任を要しない期間が明確となっている工事については、専任期間を従事期

間とする。また、一般財団法人日本建設情報総合センター発行の「登録内容確認書」が受注者

に届いた際には、 やかに監督職員に提示しなければならない。 

なお，変更時と完成時の間が 10 日間に満たない場合は，変更時の提出を省略できる。  

１－７ 監督職員 

１ 当該工事における監督職員の権限は、契約書第 10条（監督職員）第 2項に規定した事

項である。 

２ 監督職員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急を要

する場合は、監督職員が受注者に対し、口頭による指示等を行えるものとする。口頭によ

る指示等が行われた場合には、後日書面により監督職員と受注者の両者が指示内容等を確

認するものとする。 

１－８ 工事用地等の使用 

１ 受注者は、発注者から使用承認あるいは提供を受けた工事用地等を、善良なる管理者の

注意をもって維持・管理するものとする。 

２ 設計図書において、受注者が確保するものとされる用地及び工事の施工上、受注者が必

要とする用地については、自ら準備し、確保するものとする。この場合において、工事の

施工上、受注者が必要とする用地とは、営繕用地（受注者の現場事務所、宿舎、駐車場を
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いう。）及び型枠又は鉄筋作業場等の、専ら受注者が使用する用地並びに構造物掘削等に

伴う借地等をいう。 

３ 受注者は、工事の施工上必要な土地等を第三者から借用したときは、その土地等の所有

者との間の契約を遵守し、その土地等の使用による苦情または紛争が生じないように努め

なければならない。 

４ 受注者は、第 1項に規定した工事用地等の使用終了後は設計図書の定め、又は監督職員

の指示に従い復旧のうえ、速やかに発注者に返還しなければならない。工事の完成前にお

いて、発注者が返還を要求したときも同様とする。 

５ 発注者は，第 1項に規定した工事用地等について、受注者が復旧の義務を履行しないと

きは受注者の費用負担において自ら復旧することができるものとし、その費用は受注者に

支払うべき請負代金額から控除するものとする。この場合において、受注者は、復旧に要

した費用に関して発注者に異議を申し立てることができない。 

６ 受注者は、提供を受けた用地を工事用仮設物等の用地以外の目的に使用してはならな

い。 

１－９ 工事の着手    

受注者は，特記仕様書に定めのある場合を除き、特別の事情がない限り、契約書に定める工

事開始日以降 30 日以内に工事に着手しなければならない。 

１－１０ 工事の下請負 

１ 受注者は、下請負に付する場合には、以下の各号に掲げる要件をすべて満たさなければ

ならない。  

（１）受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。 

（２）下請負者が山元町の工事指名競争参加資格者である場合には、指名停止期間中でな

いこと。  

（３）下請負者は，当該下請負工事の施工能力を有すること。 なお、下請契約を締結す

るときは、下請負に使用される技術者、技能労働者等の賃金、労働時間その他の労働

条件、安全衛生その他の労働環境が適正に整備されるよう、市場における労務の取引

価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期等を定める下請

け契約を締結しなければならない。

２ 受注者は、工事の一部を下請けで施工する場合は「宮城県請負工事元請・下請関係適正

化要綱（平成 31 年 4 月 1日改正）」を遵守すること。 
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１－１１ 施工体制台帳 

１ 受注者は、工事を施工するために必要な下請負契約を締結した場合、国土交通省令及び

「施工体制台帳に係る書類の提出について（令和 3年 3月 5日付け国官技第 319 号、国営

技第 16 号、令和 3年 3月 22 日付け国港技第 90号）」に従って記載した施工体制台帳を作

成し、工事現場に備えるとともに、その写しを監督職員に提出しなければならない。  

  なお、施工体制台帳等は、原則として、電子データで作成・提出するものとする。

２ 第 1項の受注者は，国土交通省令及び「施工体制台帳に係る書類の提出について（令和

3年 3月 5日付け国官技第 319 号、国営技第 16号、令和 3年 3月 22 日付け国港技第 90

号）」に従って、各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、公共工事

の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事関係者が見やすい場所及び公

衆が見やすい場所に掲げるとともに、その写しを監督職員に提出しなければならない。  

３ 第１項の受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負者を含む。）及び第１項の受注者

の専門技術者（専任している場合のみ。）に、工事現場内において，工事名、工期、顔写

真、所属会社名及び社印の入った名札等を着用させなければならない。 

４ 第 1項の受注者は、施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は、その都度速や

かに監督職員に提出しなければならない。 

１－１２ 受注者相互の協力  

受注者は、契約書第 2条（関連工事の調整）の規定に基づき、隣接工事又は関連工事の請負

業者と相互に協力し施工しなければならない。 

また、関連のある道路、電力、通信、下水道、ガス施設等の工事及び地方公共団体等が施工

する関連工事が同時に施工される場合にも、これら関係者と相互に協力しなければならない。 

１－１３ 調査・試験に対する協力 

１ 受注者は、発注者が自ら、又は発注者が指定する第三者が行う調査及び試験に対して、

監督職員の指示によりこれに協力しなければならない。 

２ 受注者は、当該工事が発注者の実施する公共事業労務費調査の対象工事となった場合に

は、以下の各号に掲げる協力をしなければならない。 

また、工期経過後においても同様とする。 

（１）調査票等に必要事項を正確に記入し、発注者に提出する等必要な協力をしなければな

らない。 

（２）調査票等を提出した事業所を発注者が、事後に訪問して行う調査・指導の対象になっ

た場合には、その実施に協力しなければならない。 
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（３）正確な調査票等の提出が行えるよう、労働基準法等に従い就業規則を作成するととも

に賃金台帳を調製・保存する等、日頃より使用している現場労働者の賃金 時間管理を

適切に行わなければならない。 

（４）対象工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請負工事の受注者（当

該下請工事の一部に係る二次以降の下請負人を含む。）が前号と同様の義務を負う旨を

定めなければならない。   

３ 受注者は、当該工事が発注者の実施する諸経費動向調査の対象工事となった場合には、

調査等の必要な協力をしなければならない。 

また、工期経過後においても同様とする。 

４ 受注者は、当該工事が発注者の実施する施工合理化調査等の対象工事となった場合に

は、調査等の必要な協力をしなければならない。 

また、工期経過後においても同様とする。 

５ 受注者は、工事現場において独自の調査・試験等を行う場合、具体的な内容を事前に監

督職員に説明し、承諾を得なければならない。 

また、受注者は，調査・試験等の成果を公表する場合、事前に発注者に説明し、承諾を

得なければならない。 

１－１４ 工事の一時中止 

１ 発注者は、契約書第 21 条（工事の中止）の規定に基づき以下の各号に該当する場合に

おいては、受注者に対してあらかじめ書面をもって通知した上で、必要とする期間、工事

の全部又は一部の施工について一時中止をさせることができる。 

なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然

的または人為的な事象（以下「天災等」という。）による工事の中断については、1－46

臨機の措置により、受注者は適切に対応しなければならない。 

（１）埋蔵文化財の調査、発掘の遅延及び埋蔵文化財が新たに発見され、工事の続行が不

適当又は不可能となった場合 

（２）関連する他の工事の進捗が遅れたため、工事の続行を不適当と認めた場合 

（３）工事着手後、環境問題等の発生により工事の続行が不適当又は不可能となった場合 

２ 発注者は、受注者が契約図書に違反し、又は監督職員の指示に従わない場合等、監督職

員が必要と認めた場合には、工事の中止内容を受注者に通知し、工事の全部又は一部の施

工について一時中止をさせることができるものとする。 
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３ 第 1項及び 2項の場合において、受注者は施工を一時中止する場合は、中止期間中の維

持・管理に関する基本計画書を、監督職員を通じて発注者に提出し、協議するものとす

る。また、受注者は工事の続行に備え工事現場を保全しなければならない。  

１－１５ 設計図書の変更 

１ 設計図書の変更とは、入札に際して発注者が示した設計図書を、発注者が指示した内容

及び設計変更の対象となることを認めた協議内容に基づき、発注者が修正することをい

う。 

２ 設計図書の変更は、「山元町設計変更ガイドライン」に基づき、適切に処理しなければ

ならない。 

１－１６ 工期変更 

１ 契約書第 16 条（支給材料及び貸与品）第 7項、第 18 条（設計図書不適合の場合の改造

義務及び破壊検査等）第 1項、第 19 条（条件変更等）第 5項、第 20条（設計図書の変

更）、第 21条（工事の中止）第 3項、第 23条（受注者の請求による工期の延長）、第 24

条（発注者の請求による工期の短縮等）第 1項及び第 48 条（前払金等の不払に対する工

事中止）第 2項の規定に基づく工期の変更について、契約書第 25 条の工期変更協議の対

象であるか否かを監督職員と受注者の間で確認する

（本条において以下「事前協議」という。）ものとし、監督職員はその結果を受注者に通

知するものとする。 

２ 受注者は、契約書第 19 条第 5項および第 20条に基づき設計図書の変更又は訂正が行わ

れた場合、第 1項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項に

ついて、必要とする変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付のうえ、契

約書第 25条第 2項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなけ

ればならない。 

３ 受注者は、契約書第 21 条に基づく工事の全部もしくは一部の施工が一時中止となった

場合、第 1項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項につい

て、必要とする変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第

25 条第 2項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければな

らない。 

４ 受注者は、契約書第 23 条に基づき工期の延長を求める場合、第 1項に示す事前協議に

おいて工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする延長日数の算出
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根拠、変更工程表その他必要な資料を添付のうえ、契約書第 25条第 2 項に定める協議開

始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 

５ 受注者は、契約書第 24 条第 1項に基づき工期の短縮を求められた場合、可能な短縮日

数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付のうえ、契約書第 25条第 2項に定め

る協議開始日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 

１－１７ 支給材料及び貸与品 

１ 受注者は、支給材料及び貸与品を契約書第 16条第 8項の規定に基づき善良な管理者の

注意をもって管理しなければならない。 

２ 受注者は、支給材料及び貸与品について、その受払状況を記録した帳簿を備え付け、常

にその残高を明らかにしておかなければならない。 

３ 受注者は、契約書第 16 条第 9項の規定に基づき工事完成時（完成前にあっても工事工

程上支給品の精算、貸与品の返納が行えるものについては、その時点。）には、支給品精

算書又は貸与品返納書を監督職員に提出しなければならない。 

４ 契約書第 16 条第 1項に規定する「引渡場所」は設計図書又は監督職員の指示によるも

のとする。 

５ 受注者は、第 16 条第 9項「不用となった支給材料又は貸与品」の規定に基づき返還す

る場合、監督職員の指示に従うものとする。   

６ 受注者は、支給材料及び貸与品の修理等を行う場合、事前に監督職員の承諾を得なけれ

ばならない。 

７ 受注者は、支給材料及び貸与品を他の工事に流用してはならない。 

８ 支給材料及び貸与品の所有権は、受注者が管理する場合でも発注者に属するものとす

る。 

１－１８ 工事現場発生品   

１ 受注者は、設計図書に定められた現場発生品について、設計図書又は監督職員の指示す

る場所で監督職員に引き渡すとともに、現場発生品調書を作成し、提出しなければならな

い。 

２ 受注者は、第 1項以外のものが発生した場合、監督職員に連絡し、監督職員が引き渡し

を指示したものについては、監督職員の指示する場所で引き渡すとともに、現場発生品調

書を作成し、提出しなければならない。 

３ 受注者は、前 2項以外の現場発生品を自らの責任と費用で処分しなければならない。 
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１－１９ 建設副産物 

１ 受注者は、「建設副産物適正処理推進要綱（国土交通事務次官通達、平成 14年 5月 30

日）」、「再生資源の利用の促進について（建設大臣官房技術審議官通達、平成 3年 10月

25 日）」、「建設汚泥の再生利用に関するガイドライン（国土交通事務次官通達、平成 18

年 6月 12 日）」を遵守して、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図らなければ

ならない。 

２ 受注者は、掘削により発生した石、砂利、砂その他の材料を工事に用いる場合、設計図

書によるものとするが、設計図書に明示がない場合には、本体工事又は設計図書に指定さ

れた仮設工事にあっては、監督職員と協議するものとし、設計図書に明示がない任意の仮

設工事にあたっては、監督職員の承諾を得なければならない。 

３ 受注者は、土砂、砕石または加熱アスファルト混合物を工事現場に搬入する場合には、

再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成し、施工計画書に含め監督職員に提出

しなければならない。 

４ 受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木

材、建設汚泥または建設混合廃棄物を工事現場から搬出する場合には、再生資源利用促進

計画を作成し、施工計画書に含め監督職員に提出しなければならない。 

５ 受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、工事完了

後やかに実施状況を記録した「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を

監督職員に提出しなければならない。 

６ 受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理表（マニフェス

ト）により、適正に処理されていることを確かめるとともに監督職員に提示しなければな

らない。 

１－２０ 工事材料の品質  

１ 契約書第 14 条（工事材料の品質及び検査等）第 1項に規定する「中等の品質」とは、

ＪＩＳ規格に適合したもの又は、これと同等以上の品質を有するものをいう。 

２ 受注者は、工事に使用する材料の品質を証明する資料を整備、保管し、監督職員から請

求があった場合は、遅滞なく提出するとともに、検査時に提出しなければならない。ま

た、設計図書において、事前に監督職員の検査（確認を含む。）を受けるものと指示され

た材料の使用にあたっては、その外観及び品質証明書等を照合して確認した資料を事前に

監督職員に提出し、検査（確認を含む。）を受けなければならない。 
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１－２１ 監督職員による検査（確認を含む。）及び立会等 

１ 受注者は設計図書に従って、工事の施工について監督職員に立会又は確認のための臨場

を求める場合は、あらかじめ別に定める立会願を提出しなければならない。 

２ 監督職員は、工事が契約図書どおり行われているかどうかの確認をするため、必要に応

じ、工事現場又は製作工場に立ち入り、立会し、又は資料の提出を請求できるものとし、

受注者はこれに協力しなければならいない。 

３ 受注者は、監督職員による検査（確認を含む。）及び立会に必要な準備、人員並びに資

機材等の提供及び写真その他資料の整備をするものとする。 

なお、監督職員が製作工場において立会及び監督職員による検査（確認を含む。）を行

う場合、受注者は監督業務に必要な設備等の備わった執務室を提供しなければならない。 

４ 監督職員による検査（確認を含む。）及び立会の時間は、監督職員の勤務時間内とす

る。ただし、やむを得ない理由があると監督職員が認めた場合はこの限りではない。 

５ 受注者は、契約書第 10 条第 2項第 3号，第 14 条第 2項または第 15条（監督職員の立

会及び工事記録の整備等）第 1項もしくは同条第 2項の規定に基づき、監督職員の立会を

受け、材料検査（確認を含む。）に合格した場合にあっても、契約書第 18 条及び第 33 条

に規定する義務を免れないものとする。 

６ 段階確認は以下に掲げる各号に基づいて行うものとする。 

（１）受注者は、表 1－1段階確認一覧表に示す項目について、段階確認を受けなければ

ならない。 

なお、段階確認一覧表にない項目であっても監督職員が指示する場合は、段階確認

の対象とする。 

（２）受注者は、事前に段階確認に係る報告（工種、細別、予定時期等）を所定の様式に

より監督職員に提出しなければならない。  

また、監督職員から段階確認の実施について通知があった場合には、受注者は、段

階確認を受けなければならない。 

（３）受注者は段階確認に臨場するものとし、監督職員の確認を受けた書面を工事完成時

までに監督職員へ提出しなければならない。 

（４）受注者は、監督職員に完成時不可視になる施工箇所の調査ができるように十分な機

会を提供するものとする。 

７ 監督職員は、段階確認において臨場を机上とすることができる。この場合において、受

注者は監督職員に、施工管理記録、写真等の資料を提示し確認を受けなければならない。  
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 表１－１ 段階確認一覧表 

（配管工事） 

工種 細別 確認時期 

開削土工 土（岩）質の変化した時 

配管工 

管路法線の確認 

通水試験 

溶接箇所の非破壊検査

防護Ｃｏ 

着手時 

不断水分岐時 

配管完了後の通水試験時 

溶接完了後の非破壊検査時鉄筋組立て

及び型枠完了時 

躯体工（弁室等） 

土（岩）質の変化した時床掘完了時 

鉄筋組立て及び型枠完了時埋戻し前 

舗装工 下層路盤・不陸整正 プルーフローリング実施時 

地盤改良工 薬液注入 施工時 

仮設工 鋼矢板 打込時，打込完了時 

（土木工事） 

工    種 細    別 確 認 時 期 

土工（造成工） 

丁張等の完了時 

土（岩）質の変化した時掘削完了時 

躯体工（配水池等） 平板載荷試験 

位置決定時 

土（岩）質の変化した時床掘完了時 

平板載荷試験時 

鉄筋組立て及び型枠完了時埋戻し前 

躯体工 

（ＰＣ配水池の場合） 

プレストレスト導入完了時横締め作業

完了時縦締め作業完了時 

ＰＣ鋼線・鉄筋組立て及び型枠完了時 

コンクリート防食工 膜厚確認・引張試験 ライニング材の硬化後 

地盤改良工 薬液注入 施工時 

仮設工 鋼矢板 打込時，打込完了時 
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１－２２ 数量の算出及び完成図等  

１ 受注者は、出来形数量を算出するために、出来形測量を実施しなければならない。 

２ 受注者は、出来形測量の結果を基に、出来形数量を算出し、その結果を監督職員に提出

しなければならない。この場合、出来形数量の算出には、設計図書、国土交通省制定の土

木工事数量算出要領（案）を参考にするものとする。出来形測量の結果が設計図書の寸法

に対して「山元町上水道工事施工管理基準及び規格値」又は宮城県土木部の共通仕様書

（土木工事編）土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び品質管理基準）に定める規格

値を満たしていれば、出来形数量は設計数量とする。なお、設計数量とは、設計図書に示

された数量及びそれを基に算出された数量をいう。 

３ 受注者は、出来形測量の結果及び設計図書に従って完成図等を作成し、監督職員に提出

しなければならない。 

１－２３ 品質証明   

受注者は、設計図書で品質証明の対象工事と明示された場合には、以下の各号によるものと

する。 

（１）品質証明に従事する者（以下「品質証明員」という。）が工事施工途中において必要と

認める時期及び検査（完成、既済部分、中間検査をいう。以下同じ。）の前に品質確認を

行い、検査時にその結果を所定の様式により提出しなければならない。 

（２）品質証明員は、当該工事に従事していない社内の者とする。また、検査員が検査時（完

成、既済部分、中間検査）に立会を求めた場合、品質証明員は検査に立会わなければなら

ない。 

（３）品質証明は、契約図書及び関係図書に基づき、出来形、品質及び写真管理はもとより、

工事全般にわたり行うものとする。 

（４）品質証明員の資格は 10年以上の現場経験を有し、技術士もしくは 1級土木施工管理技

士の資格を有する者とする。ただし、監督職員の承諾を得た場合はこの限りではない。 

（５）品質証明員を定めた場合、書面により氏名、資格（資格証明書の写しを添付。）、経験及

び経歴書を監督職員に提出しなければならない。 

なお、品質証明員を変更した場合も同様とする。 

１－２４ 工事完成検査 

１ 受注者は、契約書第 34 条の規定に基づき、完成届を監督職員に提出しなければならな

い。 
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２ 受注者は、完成届を監督職員に提出する際には、以下の各号に掲げる要件をすべて満た

さなくてはならない。 

（１）設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成していること。 

（２）契約書第 18条第 1項の規定に基づき、監督職員の請求した改造が完了しているこ

と。 

（３）下記の工事完成時提出・提示書類一覧に示す必要な書類等の整備がすべて完了してい

ること。 

（４）契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を発注者と締結している

こと。 

３ 検査員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書と対比

し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について，形状，寸法，精度，数量，品質及び出来ばえの検査を行う。 

（２）工事管理状況について書類，記録及び写真を参考にして検査を行う。 

４ 検査員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して期限を定めて修補の指

示を行うことができる。 

５ 修補の完了が確認された場合は、その指示の日から補修完了の確認の日までの期間は、

契約書第 34 条第 2項に規定する期間に含めないものとする。 

６ 受注者は、当該工事完成検査については 1－21 監督職員による検査（確認を含む。）及

び立会等第 3項の規定を準用する。  

記

工事完成時提出書類一覧（監督職員との協議により決定） 

１ 出来形総括表 

２ 施工計画書（施工要領書） 

３ 工事に関する指示、協議書 

４ 立会願・段階確認願 

５ 工事打合簿 

６ 材料検査願 

７ 工事履行報告書 

    ８ 施工管理記録 

    ９ 出来形管理記録 

    10 品質管理記録 

    11 工事完成写真集（着手前、完成） 

    12 工事施工写真集 
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    13 河川、道路管理者（国・県等）提出用の工事施工写真集（対象工事の場合） 

    14 完成図 

    15 その他（監督職員が提出を必要とするもの。） 

工事完成時提示書類一覧（監督職員との協議により決定） 

１ 建設業退職者共済受払い簿関係記録 

２ 安全管理記録 

１）新規入場者教育，安全訓練実施報告書 

２）安全巡視、ＴＢＭ、ＫＹ等の記録 

３）使用機械、車両等の点検整備記録 

４）足場や支保工等の組立完了時や使用中の点検及び管理チェックリスト 

５）車両系建設機械等の作業計画書 

３ 交通安全管理記録 

１）交通誘導員の教育実施状況,受講証等（写し） 

２）保安施設設置計画書 

３）道路使用許可証、道路工事届出書 

４）作業計画書 

４ 産業廃棄物管理記録 

１）建設廃棄物処理委託契約書（写し） 

２）建設副産物情報交換システム工事登録証明書 

３）産業廃棄物管理票（Ｅ票写し） 

１－２５ 既済部分検査等 

１ 受注者は、契約書第 41 条第 2項の部分払の確認の請求を行った場合又は契約書 34 条第

１項の工事の完成の通知を行った場合は、既済部分に係る検査を受けなければならない。 

２ 受注者は，契約書第 41 条に基づく部分払の請求を行うときは、前項の検査を受ける前

に工事の出来高に関する資料を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

３ 検査員は、監督職員及び受注者の臨場のうえ、工事目的物を対象として工事の出来高に

関する資料と対比し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

（２）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

４ 受注者は、検査員の指示による修補については、前条第 4項の規定に従うものとする。 

５ 受注者は、当該既済部分検査については、1－21 監督職員による検査（確認を含む。）

及び立会等第 3項の規定を準用する。 
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１－２６ 検査の実施  

１ 受注者は、「山元町請負工事検査規程」に基づく検査を受けなければならない。 

２ 完成時、中間及び既済部分に係る検査は、地方自治法第 234 条の 2第 1項の検査を実施

するときに行うものとする。 

３ 検査員は、監督職員及び受注者の臨場のうえ、工事目的物を対象として工事の出来高に

関する資料と対比し、以下の各号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

（２）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

４ 受注者は、当該検査については、1－21 監督職員による検査（確認を含む。）及び立会

等第 3項の規定を準用する。  

１－２７ 部分使用    

１ 発注者は、受注者の同意を得て部分使用できるものとする。 

２ 受注者は、発注者が契約書第 36 条の規定に基づく当該工事に係る部分使用を行う場合

には、中間検査又は監督職員による品質及び出来形等の検査（確認を含む。）を受けるも

のとする。 

１－２８ 施工管理   

１ 受注者は、工事の施工にあたっては、施工計画書に示される作業手順に従い施工し、品

質及び出来形が設計図書に適合するよう、十分な施工管理をしなければならない。 

２ 監督職員は、以下に掲げる場合、設計図書に示す品質管理の測定頻度及び出来形管理の

測定密度を変更することができる。この場合、受注者は、監督職員の指示に従うものとす

る。 

なお、これに伴う費用は、受注者の負担とするものとする。 

（１）工事の初期で、作業が定常的になっていない場合 

（２）管理試験結果が、限界値に異常接近した場合 

（３）試験の結果、品質及び出来形に均一性を欠いた場合 

（４）前各号に掲げるもののほか、監督職員が必要と判断した場合 

３ 受注者は、施工に先立ち、工事現場又はその周辺の一般通行人等が見易い場所に、工

事名、工期、発注者名及び受注者名を記載した工事標示板を設置し、工事完成後は速や

かに撤去しなければならない。ただし、工事標示板の設置が困難な場合は、監督職員の

承諾を得て省略することができるものとする。 

４ 受注者は、工事期間中現場内及び周辺の整理整頓に努めなければならない。 
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５ 受注者は、工事に使用する指定機械を搬入・搬出する際には、監督職員に連絡しなけれ

ばならない。 

６ 受注者は、施工に際し施工現場周辺並びに他の構造物及び施設などに影響を及ぼさない

よう施工しなければならない。また、影響が生じた場合には直ちに監督職員に連絡し、そ

の対応方法等に関して監督職員と速やかに協議しなければならない。 

なお，損傷が受注者の過失によるものと認められる場合は、受注者自らの負担で原形に

復元しなければならない。 

７ 受注者は、作業員の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならな

い。また、受注者は、作業員が健全な身体と精神を保持できるよう作業場所、現場事務所

及び作業員宿舎等における良好な作業環境の確保に努めなければならない。 

８ 受注者は、工事中に物件を発見または拾得した場合、直ちに関係機関に通報するととも

に監督職員に連絡し、その対応について指示を受けるものとする。 

９ 受注者は、「山元町上水道工事施工管理基準及び規格値」により施工管理を行い、ま

た、「写真管理基準」により工事写真による写真管理を行って、その記録及び関係書類を

直ちに作成、保管し、工事完成時までに監督職員へ提出しなければならない。ただし、監

督職員からの請求があった場合は直ちに提示しなければならない。 

なお、「山元町上水道工事施工管理基準及び規格値」に記載のない事項については、最

新の宮城県土木部共通仕様書（土木工事編）土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び

品質管理基準）又は監督職員と協議のうえ、施工管理を行うものとする。 

１－２９ 履行報告 

受注者は、契約書第 12条（履行報告）の規定に基づき、工事履行報告書を監督職員に提出

しなければならない。 

１－３０ 工事関係者に対する措置請求 

１ 受注者は、現場代理人が工事目的物の品質、出来形の確保及び工期の遵守に関して、著

しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対してその理由を明示した書面によ

り、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

２ 発注者又は監督職員は、主任技術者（監理技術者）、専門技術者（これらのものと現場

代理人を兼務するものを除く。）が工事目的物の品質、出来形の確保及び工期の遵守に関

して、著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対してその理由を明示した

書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 
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１－３１ 工事中の安全確保 

１ 受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官通達、令和 2年 3

月）、建設機械施工安全技術指針（国土交通省総合政策局建設施工企画課長通達平成 17 年

3 月 31 日）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い、災害の防止を図ら

なければならない。ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束す

るものではない。 

２ 受注者は、工事施工中、監督職員及び管理者の許可なくして、流水及び水陸交通の支障

となるような行為又は公衆に支障を及ぼすなどの施工をしてはならない。 

３ 受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省告示第 496 号、令和元年 9月 2

日）を遵守して災害の防止を図らなければならない。 

４ 受注者は、土木工事に使用する建設機械の選定、使用等については、設計図書により建

設機械が指定されている場合には、これに適合した建設機械を使用しなければならない。

ただし、より条件に合った機械がある場合には、監督職員の承諾を得て、それを使用する

ことができる。 

５ 受注者は、工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対して、支障を及ぼさ

ないよう必要な措置を施さなければならない。 

６ 受注者は、豪雨、出水、その他天災に対しては、予報などに注意を払い、被害を最小限

に食い止めるため防災体制を確立しておかなければならない。 

７ 受注者は、工事現場付近における事故防止のため一般の立入りを禁止する場合、その区

域に、柵、門扉、立入禁止の標示板等を設けなければならない。 

８ 受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視あるいは連絡を

行い、安全を確保しなければならない。  

９ 受注者は、現場事務所、作業員宿舎、休憩所又は作業環境等の改善を行い、快適な職場

を形成するとともに、地域との積極的なコミュニケーション及び現場周辺の美装化に努め

るものとする。  

10 受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により、月当たり半日以上の時間を割当て，

以下の各号から実施する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなけ

ればならない。 

（１）安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育。 

（２）当該工事内容等の周知徹底。 

（３）工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底。 

（４）当該工事における災害対策訓練。 

（５）当該工事現場で予想される事故対策。 
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（６）その他、安全・訓練等として必要な事項。 

11 受注者は、工事の内容に応じた安全教育及び安全訓練等の具体的な計画を作成し、施工

計画書に記載しなければならない。 

12 受注者は、安全教育及び安全訓練等の実施状況について、ビデオ等又は工事報告等に記

録した資料を整備し、監督職員に提出しなければならない。 

13 受注者は、所轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者、漁港管理者、労働基準

監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、工事中の安全を確保しなければなら

ない。 

14 受注者は、工事現場が隣接し又は同一場所において別途工事がある場合は、受注者間の

安全施工に関する緊密な情報交換を行うとともに、非常時における臨機の措置を定める等

の連絡調整を行うため、関係者による工事関係者連絡会議を組織するものとする。 

15 監督職員が、労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号）第 30条（特定元方事業者等の

講ずべき措置）第１項に規定する措置を講ずる者として、同条第 2項の規定に基づき、受

注者を指名した場合には、受注者はこれに従うものとする。 

16 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法等関連法令

に基づく措置を常に講じておくものとする。特に、重機械の運転及び電気設備等について

は、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなければならない。 

17 災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保をすべてに優先させるも

のとするとし、応急処置を講じるとともに、直ちに関係機関に通報し監督職員に連絡しな

ければならない。 

18 受注者は、工事箇所に地下埋設物件等が予測される場合には、当該物件の位置、深さ等

を調査し監督職員に報告しなければならない。 

19 受注者は施工中、管理者不明の地下埋設物等を発見した場合は、監督職員に報告し、そ

の処置については占用者全体の立会を求め、管理者を明確にしなければならない。 

20 受注者は、地下埋設物件等に損害を与えた場合は、直ちに監督職員に報告するとともに

関係機関に通報すること。 

また、早急に関係機関より指示された内容等を監督職員に連絡し、応急措置をとり、補

修しなければならない。 

21 受注者は着手前に労働安全衛生法第 28条の 2第 2項によるリスクアセスメントを実施

し、工法等の変更が生じた場合は見直しを行い、労働者の危険又は健康障害を防止するた

め必要な措置を講ずるように努めなければならない。  
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１－３２ 爆発及び火災の防止 

１ 受注者は火気の使用については、以下の規定による。

（１）受注者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁止しなければな

らない。 

（２）受注者は、ガソリンや塗料等の可燃物の周辺に火気の使用を禁止する旨の表示を行

い、周辺の整理に努めなければならない。 

（３）受注者は、伐開除根、掘削等により発生した雑木、草等を野焼きしてはならない。  

１－３３ 後片付け  

受注者は、工事の全部又は一部の完成に際して、一切の請負者の機器、余剰資材、残骸及び

各種の仮設物を片付け、かつ撤去し、現場及び工事に係る部分の清掃を行い、整然とした状態

にするものとする。ただし、設計図書において存置するとしたものを除く。 

また、工事検査に必要な足場、はしご等は，監督職員の指示に従って存置し、検査終了後撤

去するものとする。 

１－３４ 事故報告 

受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に連絡するとともに、

速やかに事故報告書を提出しなければならない。 

１－３５ 環境対策 

１ 受注者は、関係法令、「建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設省経機発第 57 号、

昭和 62 年 3 月 30 日）」、及び仕様書の規定を遵守のうえ、騒音、振動、大気汚染、水質汚

濁等の問題については、施工計画及び工事の実施の各段階において十分に検討し、周辺地

域の環境保全に努めなければならない。 

２ 受注者は、環境への影響が予知され、又は発生した場合は、直ちに応急措置を講じ監督

職員に連絡しなければならない。 

また、第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、誠意をもってその対応にあた

り、その交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で取り交わす等明確にしておくと

ともに、状況を随時、監督職員に報告しなければならない。 

３ 受注者は、工事の施工に伴い地盤下、地下水の断絶等の理由により第三者への損害が生

じた場合には、受注者が善良な管理者の注意義務を果たし、その損害が避け得なかったか

否かの判断をするための資料を監督職員に提出しなければならない。 
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４ 受注者は、工事の施工にあたり表 1－1に示す一般工事用建設機械を使用する場合は、

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に適合する法律（平成 29 年 5 月改正法律 41号）」に

基づく技術基準に適合する特定特殊自動車又は「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成

14 年 4 月 1 日付け国総施第 225 号））、「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程

（平成 24年 3月 23日付け国土交通省告示第 318 号）」若しくは「第 3次排出ガス対策型

建設機械指定要領（平成 23 年 7 月 13 日付け国総環リ第 1号）」に基づき、指定された排

出ガス対策型建設機械（以下「排出ガス対策型建設機械等」という。）を使用しなければ

ならない。 

表１－１ 

機種 備考 

一般工事用建設機械 

・バックホウ ・トラクタショベル（車輪式） 

・ブルドーザ ・発動発電機（可搬式） 

・空気圧縮機（可搬式） ・油圧ユニット（以下に示

す基礎工事用機械のうち、ベースマシーンとは別

に、独立したディーゼルエンジン駆動の油圧ユニッ

トを搭載しているもの：油圧ハンマ、バイブロハン

マ、油圧式鋼管圧入・引抜機，油圧式杭圧入・引抜

機、アースオーガ、オールケーシング掘削機、リバ

ースサーキュレーションドリル、アースドリル、地

下連続壁工機、全周回転型オールケーシング掘削

機） 

・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ 

・ホイールクレーン 

ディーゼルエンジン（エンジン出

力 7.5 ㎾以上 260 ㎾以下）を搭載

した建設機械に限る。 

ただし、道路運送車両の保安基準

に排出ガス基準が定められている自

動車で、有効な自動車検査証の交付

を受けているものは除く。 

・オフロード法の基準適合表示が付されているもの又は特定特殊自動車確認証の交付を受け

ているもの 

・排出ガス対策型建設機械として指定を受けたもの 
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５ 受注者は、軽油を燃料とする特定特殊自動車の使用にあたって、燃料を購入して使用す

るときは、当該特定特殊自動車の製作等に関する事業者又は団体が推奨する軽油（ガソリ

ンスタンド等で販売されている軽油をいう。）を選択しなければならない。 

また、監督職員から特定特殊自動車に使用した燃料の購入伝票を求められた場合、提示

しなければならない。 

なお、軽油を燃料とする特定特殊自動車の使用にあたっては、下請負業者等に関係法令

等を遵守させるものとする。 

６ 受注者は、「建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（昭和 62年 3月 30 日建設省経機発

第 57号）」によって低騒音型・低振動型建設機械を設計図書で使用を義務付けている場合

には、「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規程（平成 13 年 4 月 9 日国土交通

省告示第 487 号）」に基づき、指定された建設機械を使用しなければならない。ただし、

施工時期・現場条件等により、一部機種の調達が不可能な場合は、認定機種と同程度と認

められる機種又は対策をもって協議することができる。 

７ 受注者は、資材、工法、建設機械又は目的物の使用にあたっては、環境物品等（国等に

よる環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 27年 9月 11 日法律第 66 号。以下

「グリーン購入法」という。）第 2条に規定する環境物品等をいう。）の使用を積極的に推

進するものとする。3グリーン購入法第６条の規定に基づく「環境物品等の調達の推進に

関する基本方針」で定める特定調達品目を使用する場合には、原則として、判断の基準を

満たすものを使用するものとする。 

なお、事業ごとの特性、必要とされる強度や耐久性、機能の確保、コスト等の影響によ

り、これにより難い場合は監督職員と協議する。 

１－３６ 文化財の保護 

１ 受注者は、工事の施工にあたっては文化財の保護に十分注意し、使用人等に文化財の重

要性を十分認識させ、工事中に文化財を発見したときは直ちに工事を中止し、設計図書に

関して監督職員に協議しなければならない。 

２ 受注者が、工事の施工にあたり、文化財その他の埋蔵物を発見した場合は、発注者との

契約に係る工事に起因するものとみなし、発注者が、当該埋蔵物の発見者としての権利を

保有する。 

１－３７ 交通安全管理 

１ 受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用するときは、積載物の落下等

により、路面を損傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、特に第三者に

工事公害による損害を与えないようにしなければならない。 
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なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書第 30条（第三者に及ぼ

した損害）によって処置するものとする。 

２ 受注者は、工事用車両による土砂、工事用資材及び機械などの輸送を伴う工事について

は、関係機関と打合せを行い、交通安全に関する担当者、輸送経路、輸送期間、輸送方

法、輸送担当業者、交通誘導警備員の配置、標識、安全施設等の設置場所、その他安全輸

送上の事項について計画を立て、災害の防止を図らなければならない。 

３ 受注者は、ダンプトラック等の大型輸送機械で大量の土砂、工事用資材等の輸送を伴う

工事は、事前に関係機関と打合せのうえ、交通安全等輸送に関する必要な事項の計画を立

て、施工計画書に記載しなければならない。 

４ 受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監

督職員、道路管理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに「道路標識、区画線及び道路

標示に関する命令（令和 2年 7月 1日内閣府・国土交通省令第 1号）」、「道路工事現場に

おける標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知，昭和 37 年 8 月 30 日）」、「道路工事

現場における表示施設等の設置基準の一部改正について（局長通知 平成 18 年 3月 31 日

国道利 37号・国道国防第 205 号）」、「道路工事現場における工事情報板及び工事説明看板

の設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知 平成 18 年 3月 31 日

国道利 38号・国道国防第 206 号）」及び「道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路

局国道第一課通知昭和 47年 2 月）」に基づき、安全対策を講じなければならない。 

５ 受注者は、設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書の定め

に従い、工事用道路の維持管理及び補修を行うものとする。 

６ 受注者は,指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使用方

法等の計画書を監督職員に提出しなければならない。この場合において、受注者は、関係

機関に所要の手続をとるものとし、発注者が特に指示する場合を除き、標識の設置その他

の必要な措置を行わなければならない。 

７ 発注者が工事用道路に指定するもの以外の工事用道路は、受注者の責任において使用す

るものとする。 

８ 受注者は、特記仕様書に他の受注者と工事用道路を共用する定めがある場合において

は、その定めに従うとともに、関連する受注者と緊密に打合せ、相互の責任区分を明らか

にして使用するものとする。 

９ 公衆の交通が自由かつ安全に通行するのに支障となる場所に、材料又は設備を保管して

はならない。受注者は、毎日の作業終了時及び何らかの理由により建設作業を中断すると
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きには、交通管理者協議で許可された常設作業帯内を除き一般の交通に使用される路面か

らすべての設備その他の障害物を撤去しなければならない。 

10 受注者は、工事の施工にあたっては、作業区域の表示及び関係者への周知など、必要な

安全対策を講じなければならない。 

また、作業船等が船舶の輻輳している区域を航行又はえい航する場合、見張りを強化す

る等、事故の防止に努めなければならない。 

11 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、「車両制限令（平成 31年 3月 20 日政令

第 41号）」第 3条における一般的制限値を超える車両を通行させるときは、道路法第 47

条の 2に基づく通行許可を得ていることを確認しなければならない。 

また、「道路交通法施行令（令和 2年 11 月 13 日政令第 323 号）」第 22条における制限

を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、「道路交通法（令和 2年 6月 10日

法律第 42号）」第 58 条に基づく許可を得ていることを確認しなければならない。 

表１－５ 一般的制限値 

車両 諸元 一般 的 制 限 値 

幅 2.5ｍ 

長さ 12.0ｍ 

高さ 3.8ｍ（ただし、指定道路について4.1ｍ） 

重量 総重量 20.0ｔ（ただし、高速自動車国道・指定道路について、軸距・長さに応じ

最大 25.0ｔ。） 

軸重 10.0ｔ 

隣接軸重

合計 

隣り合う車軸に係る軸距 1.8ｍ未満 場合18ｔ（隣り合う車軸に係る軸距が

1.3ｍ以上で、かつ、当該隣り合う車軸に係る軸重が 9.5ｔ以下場合 19

ｔ）、1.8ｍ以上の場合 20ｔ 

輪荷重 5.0ｔ 

最小回転半径 12.0ｍ 

ここでいう車両とは、人が乗車し又は貨物が積載されている場合には、その状態における

ものをいい、他の車両をけん引している場合には、このけん引されている車両を含む。 

１－３８ 諸法令の遵守 

１ 受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、諸法

令の適用運用は請負者の責任において行わなければならない。 

なお、主な法令は以下に示すとおりである。 

（１）会計法（昭和 22年法律第 35号） 
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（２）建設業法（昭和 24年法律第 100 号） 

（３）下請代金支払遅延等防止法（昭和 31年法律第 120 号） 

（４）労働基準法（昭和 22 年法律第 49号） 

（５）労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57号） 

（６）作業環境測定法（昭和 50 年法律第 28号） 

（７）じん肺法（昭和 35年法律第 30 号） 

（８）雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号） 

（９）労働者災害補償保険法（昭和 22年法律第 50 号） 

（10）健康保険法（大正 11 年法律第 70号） 

（11）中小企業退職金共済法（昭和 34年法律第 160 号） 

（12）建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和 51 年法律第 33号） 

（13）出入国管理及び難民認定法（平成 3年法律第 94号） 

（14）道路法（昭和 27年法律第 180 号） 

（15）道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号） 

（16）道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号） 

（17）道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号） 

（18）砂防法（明治 30年法律第 29号） 

（19）地すべり防止法（昭和 33 年法律第 30号） 

（20）河川法（昭和 39年法律第 167 号） 

（21）水道法（昭和 32年法律第 177 号） 

（22）下水道法（昭和 33年法律第 79 号）  

（23）航空法（昭和 27年法律第 231 号） 

（24）公有水面埋立法（大正 10 年法律第 57号） 

（25）軌道法（大正 10年法律第 76号） 

（26）森林法（昭和 26年法律第 249 号） 

（27）環境基本法（平成 5年法律第 91号） 

（28）大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97号） 

（29）騒音規制法（昭和 43 年法律第 98号） 

（30）水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号） 

（31）振動規制法（昭和 51 年法律第 64号） 

（32）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号） 

（33）文化財保護法（昭和 25年法律第 214 号） 

（34）砂利採取法（昭和 43 年法律第 74号） 



- 28 - 

（35）電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号） 

（36）消防法（昭和 23年法律第 186 号） 

（37）測量法（昭和 24年法律第 188 号） 

（38）建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）  

（39）都市公園法（昭和 31 年法律第 79号） 

（40）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年法律第 104 号） 

（41）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12 年法律第 127 号） 

（42）土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53号） 

（43）駐車場法（昭和 32年法律第 106 号） 

（44）自然環境保全法（昭和 47 年法律第 85号） 

（45）自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号） 

（46）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12年法律第 100 号） 

（47）河川法施行法（昭和 39年法律第 168 号） 

（48）技術士法（昭和 58年法律第 25 号） 

（49）空港法（昭和 31年法律第 80号） 

（50）計量法（平成 4年法律第 51号） 

（51）厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号） 

（52）資源の有効な利用の促進に関する法律（平成 3年法律第 48 号） 

（53）最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号） 

（54）職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号） 

（55）所得税法（昭和 40年法律第 33 号） 

（56）水産資源保護法（昭和 26 年法律第 313 号） 

（57）著作権法（昭和 45年法律第 48 号） 

（58）電波法（昭和 25年法律第 131 号） 

（59）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（昭和 42

年法律第 131 号） 

（60）労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和 44 年法律第 84号） 

（61）農薬取締法（昭和 23 年法律第 82号） 

（62）毒物及び劇物取締法（昭和 25 年法律第 303号） 

（63）特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成 17年法律第 51 号） 

（64）公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17 年法律第 18号） 

（62）警備業法（昭和 47年法律第 117 号） 

（66）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 58号） 
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（67）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号） 

２ 受注者は、諸法令を遵守し、これに違反した場合発生するであろう責務が、発注者に及

ばないようにしなければならない。 

３ 受注者は、当該工事の計画、図面、仕様書及び契約そのものが第 1項の諸法令に照らし

不適当な場合又は矛盾していることが判明した場合には、 速やかに監督職員と協議しな

ければならない。 

１－３９ 官公庁等への手続き等 

１ 受注者は、工事期間中、関係官公庁及びその他の関係機関との連絡を保たなければなら

ない。 

２ 受注者は、工事施工にあたり、受注者の行うべき関係官公庁及びその他の関係機関の届

出等を、法令、条例又は設計図書の定めにより実施しなければならない。 

３ 受注者は、諸手続において許可、承諾等を得たときは、その書面の写しを監督職員に提

示しなければならない。 

なお、監督職員から請求があった場合は、その写しを提出しなければならない。 

４ 受注者は、手続きに許可承諾条件がある場合、これを遵守しなければならない。 

なお、受注者は許可承諾内容が設計図書に定める事項と異なる場合，監督職員と協議し

なければならない。 

５ 受注者は、工事の施工にあたり、地域住民との間に紛争が生じないように努めなければ

ならない。 

６ 受注者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、受注者が対応すべき場合

は誠意をもってその解決にあたらなければならない。 

７ 受注者は、関係機関、地域住民等と工事の施工上必要な交渉を、自らの責任において行

うものとする。 

なお、受注者は、交渉に先立ち、監督職員に事前報告のうえ、これらの交渉にあたって

は誠意を持って対処しなければならない。 

８ 受注者は、前項までの交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で確認できるよう

に明確にしておくとともに、状況を随時、監督職員に報告し、指示があればそれに従うも

のとする。 
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１－４０ 施工時期及び施工時間の変更 

１ 受注者は、設計図書に施工時期及び施工時間が定められている場合で、その時期及び時

間を変更する必要がある場合は、あらかじめ監督職員の承諾を得なければならない。 

２ 受注者は、設計図書に施工時期及び施工時間が定められていない場合で、官公庁の休日

又は夜間に作業を行うにあたっては、事前にその理由を監督職員に連絡しなければならな

い。 

１－４１ 工事測量 

１ 受注者は、工事着手後速やかに測量を実施し、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点の設置

及び用地境界、中心線、縦断及び横断等を確認しなければならない。測量結果が設計図書

に示されている数値と差異を生じた場合は、監督職員に測量結果を速やかに提出しなけれ

ばならない。 

なお、測量標（仮ＢＭ）及び多角点を設置するための基準となる点の選定は、監督職員

の指示を受けなければならない。また、受注者は測量結果を監督職員に提出しなければな

らない。 

２ 受注者は、工事施工に必要な仮水準点、多角点、基線、法線、境界線の引照点等を設置

し、施工期間中、適宜これらを確認し、変動や損傷のないよう努めければならない。変動

や損傷が生じた場合、監督職員に報告し、ただちに水準測量、多角測量等を実施し、仮の

水準点、多角点、引照点等を復元しなければならない。 

３ 受注者は、用地巾杭、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点及び重要な工事用測量標を移設

してはならない。ただし、これを存置することが困難な場合は、監督職員の承諾を得て移

設することができる。また、用地幅杭が現存しない場合は、監督職員と協議しなければな

らない。 

なお、移設する場合は,隣接土地所有者との間に紛争等が生じないようにしなければな

らない。 

４ 受注者は、丁張、その他工事施工の基準となる仮設標識を、設置しなければならない。  

５ 受注者は、工事の施工にあたり、損傷を受けるおそれのある杭又は障害となる杭の設置

換え、移設及び復元を含めて、発注者の設置した既存杭の保全に対して責任を負わなけれ

ばならない。 
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１－４２ 提出書類  

１ 受注者は、提出書類を別紙「工事関係書類一覧」に基づき、監督職員と協議し提出書類

を確認し提出しなければならない。これに定めのないものは、監督職員の指示する様式に

よらなければならない。 

２ 契約書第 10 条第 5項に規定する「設計図書に定めるもの」とは、請負代金額に係る請

求書、代金代理受領承諾申請書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係る書類

及びその他現場説明の際に指定した書類をいう。  

１－４３ 不可抗力による損害 

１ 受注者は、災害発生後、直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約書第 31条

の規定の適用を受けると思われる場合には、直ちに監督職員を通じて発注者に通知しなけ

ればならない。  

２ 契約書第 31 条第 1項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」とは、以下の各号に

掲げるものをいう。 

（１）波浪、高潮に起因する場合 

波浪、高潮が想定している設計条件以上又は周辺状況から判断して、それと同等以上

と認められる場合 

（２）降雨に起因する場合 

以下のいずれかに該当する場合とする。 

① 24 時間雨量（任意の連続 24 時間における雨量をいう。）が 80㎜以上 

② 1時間雨量（任意の 60分における雨量をいう。）が 20㎜以上 

③ 連続雨量（任意の 72 時間における雨量をいう。）が 150 ㎜以上 

④ その他設計図書で定めた基準 

（３）強風に起因する場合 

最大風 （10 分間の平均風 で最大のもの）が 15ｍ／秒以上あった場合 

（４）河川沿いの施設にあたっては、河川のはん濫注意水位以上又はそれに準ずる出水によ

り発生した場合 

（５）地震、津波及び豪雪に起因する場合 

地震、津波及び豪雪により生じた災害にあっては、周囲の状況により判断し、相当の

範囲にわたって他の一般物件にも被害を及ぼしたと認められる場合 

３ 契約書第 31 条第 2項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基

づくもの」とは、1－31 工事中の安全確保及び契約書第 28条（臨機の措置）に規定する
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予防措置を行ったと認められないもの、及び災害の一因が施工不良等の受注者の責による

ものをいう。  

１－４４ 特許権等 

１ 受注者は、特許権等を使用する場合、設計図書に特許権等の対象である旨明示が無く、

その使用に関した費用負担を契約書第 9条に基づき発注者に求める場合、権利を有する第

三者と使用条件の交渉を行う前に、監督職員と協議しなければならない。 

２ 受注者は、業務の遂行により発明又は考案したときは、これを保全するために必要な措

置を講じ、出願及び権利の帰属等については、発注者と協議するものとする。 

３ 発注者が引渡を受けた契約の目的物が、著作権法（令和 2年法律第 48号）第 2条第 1

項第 1号に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属する

ものとする。  

なお、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、発注者 

はこれを自由に加除または編集して利用することができる。 

１－４５ 保険の加入、事故の補償及び建設業退職金共済制度 

１ 受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の規定

により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しな

ければならない。 

２ 受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対し

て、責任をもって適正な補償をしなければならない。 

３ 受注者は、下請負に付する場合において、下請負人（工事が数次の下請契約によって行

われるときは、受注者の締結した下請契約の二次及び三次等の下請契約の当事者である下

請負人を含む。）のうちに建設業退職金共済制度に加入していないものがあるときは、当

該下請負人に対し、当該制度への加入を勧めなければならない。 

４ 受注者は、契約締結後 1ヶ月以内に、建設業退職金共済証紙購入状況報告書を別に定め

る様式に基づき作成し、監督職員を通じて発注者に提出するものとする。報告書には、相

当の事由があると監督職員が認めた場合を除き、勤労者退職金共済機構の発行する共済掛

金収納書を添付するものとする。 

また、工事期間中、設計又は雇用計画の変更により証紙の追加購入が必要となった場合

には、速やかに追加報告書を提出するものとする。 
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５ 受注者は、工事完成時に、遅滞なく、建退共制度に係る被共済者就労状況報告書の写

し、建設業退職金共済証紙使用実績報告書、建設業退職金共済証紙配布状況総括表及び建

設業退職金共済証紙貼付実績報告書を、監督職員に提示するものとする。  

なお、建設業退職金共済証紙購入状況報告書には、相当の事由があると監督職員が認め

た場合を除き、勤労者退職金共済機構の発行する共済掛金収納書を貼付するものとする。  

１－４６ 臨機の措置 

１ 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければな

らない。また、受注者は、措置をとった場合には、その内容を直ちに監督職員に通知しな

ければならない。 

２ 監督職員は、天災等に伴い、工事目的物の品質・出来形の確保及び工期の遵守に重大な

影響があると認められるときは、受注者に対して臨機の措置をとることを請求することが

できる。 

１－４７ その他の適用図書  

本共通仕様書に記載のない事項については、最新の宮城県土木部工事共通仕様書（土木工事

編）によるものとする。 

１－４８ 個人情報の保護   

１ 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、本工事の施工に伴う個人情報の取扱いに

あたっては、個人の権利及び利益を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わな

ければならない。 

２ 受注者は、工事の施工に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な

目的に使用してはならない。工事が完成し、又は解除された後においても同様とする。 

３ 受注者は、その使用する者に対し、在職中及び退職後においても本工事の施工に関して

知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことな

ど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。 

４ 受注者は、工事の施工に係る個人情報の漏洩、滅失、改ざん及びき損の防止その他の個

人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。  

５ 受注者は、工事を施工するために個人情報を収集するときは、当該工事を施工するため

に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により、収集しなければならない。 
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６ 受注者は、監督職員の指示又は承諾があるときを除き、工事の施工に関して知り得た個

人情報を当該工事の施工に関係すること以外に使用し、又は第三者に引き渡してはならな

い。 

７ 受注者は、監督職員の指示又は承諾があるときを除き、工事を施工するために監督職員

から貸与された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

８ 受注者は、工事を施工するための個人情報を自ら取り扱うものとし、監督職員の特別の

承諾があるときを除き、第三者に取り扱わせてはならない。 

９ 受注者は、工事を施工するために監督職員から貸与され、又は受注者が収集し、若しく

は作成した個人情報が記録された資料等を、工事の完成後、直ちに監督職員に返還し、又

は引き渡すものとする。ただし、監督職員が別に指示したときは、当該方法によるものと

する。 

10 受注者は、この条項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったとき

は、速やかに監督職員に報告し、監督職員の指示に従うものとする。工事が完成し、又は

解除された後においても同様とする。 

11 受注者は、個人情報を含む図書等の支給を受ける場合は、貸与品借用書を別に定める様

式に基づき作成し、監督職員を通じて発注者に提出しなければならない。 

12 受注者は、貸与された個人情報を含む図書等を返納する際は、貸与品返納書を別に定め

る様式に基づき作成し、監督職員を通じて発注者に提出しなければならない。  

１－４９ 交通誘導警備員   

交通誘導警備員は、警備業者の警備員（警備業法第 2条第 4項に規定する警備員をいう。）

で、安全講習会等の受講経験があり、通行車両及び歩行者を安全に誘導できる者を配置するも

のとする。 

１－５０ 創意工夫・社会性等実施状況の提出 

受注者は、工事施工において自ら立案実施した創意工夫や地域社会への貢献として評価でき

る項目に関する事項について、工事完成時までに所定の様式により、監督職員に提出すること

ができる。 
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１－５１ 施設管理   

受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）又は部分使用施設（契約書

第 36 条の適用部分）について、施工管理上、契約図書における規定の履行を以っても不都合

が生じるおそれがある場合には、その措置について監督職員と協議できるものとする。 

なお、当該協議事項は契約書第 10条の規定に基づき、処理されるものとする。 

１－５２ 地域住民への説明等 

受注者は、工事の施工にあたり、監督職員と協議の上、地域住民に対して工事施工について

の説明（断水広報等を含む。）を行い、十分な協力が得られるよう努めなければならない。 

なお、給水管取付替工事等で宅地（公有又は私有の土地をいう。）に立入る場合は、あらか

じめ所有者又は使用者の承諾を得るものとする。 

第２章 材  料 

第１節  適用 

２－１－１ 適用 

１ 工事に使用する材料は、設計図書に品質規格を特に明示した場合を除き、この共通仕様

書に示す規格に適合したもの、又はこれと同等以上の品質を有するものとする。 

なお、受注者が同等以上の品質を有するものとして、海外の建設資材を用いる場合は、

海外建設資材品質審査・証明事業実施機関が発行する海外建設資材品質審査証明書（以下

「海外建設資材品質審査証明書」という。）を材料の品質を証明する資料とすることがで

きる。ただし、監督職員が設計図書に関して承諾した材料及び設計図書に明示されていな

い仮設材料については除くものとする。 

また、JIS 規格が定まっている建設資材のうち、海外の JIS 認定工場以外で生産された

建設資材を使用する場合は、海外建設資材品質審査証明書を提出するものとする。ただ

し、JIS 認定外の製品として生産・納入されている建設資材については、海外建設資材品

質審査証明書、あるいは日本国内の公的機関で実施した試験結果資料を提出するものとす

る。 

２ 本共通仕様書に規定されていない材料については、最新の宮城県土木部共通仕様書第２

編第２章「土木工事材料」に定められている材料を使用するものとする。 
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２－１－２ 一般事項 

１ 配管材料とは、導・送・配水管等の工事に使用する管材料、接合材料、弁栓類、内面塗

料、ポリスリーブ、外面塗覆装材料、蓋、筐等をいう。なお、配管材料のうち、浄水また

は浄水処理過程における水に接するものについては、水道施設の技術的基準を定める省令

（平成 12年 2月 23日厚生省令第 15 号）第 1条第 17号の基準に適合しなければならな

い。 

２ 一般材料とは、配管材料以外の材料をいう。 

なお、一般材料においても、浄水又は浄水処理過程における水に接するものについて

は、水道施設の技術的基準を定める省令（平成 12年 2月 23 日厚生省令第 15 号）第 1条

第 17号の基準に適合しなければならない。  

第２節 配管材料 

２－２－１ 配管材料の規格 

１ 配管材料は、設計図書に品質規格を特に明示した場合を除き、「標準配管材料規格表」

の規格に適合するものを使用する。 

２ 「標準配管材料規格表」の規格において改正（変更、新設、廃止等）が行われた場合は

最新の規格を適用する。 

３ 給水装置と同等の構造を要する付属施設等に使用する配管材料については、「山元町給

水装置工事設計・施工基準」による。 

４ 第１項及び３項に該当しない配管材料を使用する場合は、監督職員の承諾を得るものと

する。また、標準配管材料規格表の規格品であっても、細部の使用が特定できないものに

ついては、これを明確にした図面等により、監督職員の承諾を得るものとする。 

２－２－２ 配管材料の品質の証明 

１ 配管材料が各規格に適合することを証明するには、認証機関等のマーク表示（検査に合

格したことを示す検査証印の打刻・押印・吹き付け・鋳出し又は検査証紙の貼付。）による

ことができる。 

２ 前項によらない場合は、水道用に使用するための品質を証明する資料（認証機関等の検

査証等）を受注者の責任と費用負担で整備し、提出しなければならない。 
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２－２－３ 配管材料の検査（確認を含む） 

１ 「標準配管材料規格表」の規格に適合する配管材料については、監督職員の検査を要し

ないものとする。ただし、設計図書（特記仕様書等）に明示された配管材料においては、

監督職員の検査（確認を含む。）を受けて合格したものを使用するものとする。 

２ 前項の監督職員の検査（確認を含む。）に合格した配管材料であっても、施工時におい

て変質又は不良品と思われる配管材料は、受注者の費用負担で試験等を行い、品質が証明

されたものを使用するものとする。 

［標準配管材料規格表］  

１ 水道配水用ポリエチレン管類         1/5 

名称 規格 備考 

水道配水用 

ポリエチレン管 

JWWA K 144 

水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管 

呼び径φ50～φ100 

JWWA K 144 

水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管継手 

呼び径φ50～φ100 

PTC K 13 

水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管継手 

呼び径φ50～φ100 

JWWA K 144 の規格外のフランジ単管等 

サドル付き分水栓 
PTC B 20 

水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管ｻﾄﾞﾙ付き分水栓 

本管呼び径φ50～φ100 

メカニカル継手 
PTC G 30 

水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管ﾒｶﾆｶﾙ継手 

呼び径φ50～φ100 

不断水分岐 

割 T 字管 

PTC G 31 

水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管不断水分岐割 T 字管 

本管呼び径φ50～φ100 

補修用バンド 
PTC G 33 

水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管漏水補修ﾊﾞﾝﾄﾞ

呼び径φ50～φ100 

溶剤浸透 

防護スリープ 

PTC K 20 

水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管用溶剤浸透防護ｽﾘｰﾌﾟ

２ ダクタイル鋳鉄管                            2/5 

名称  規格  備考  

ダクタイル鋳鉄管 JWWA G113 

水道用ダクタイル鋳鉄管 

T 形を除く。 

1 種・3 種又は PF 種管とする。 

JWWA G114 

水道用ダクタイル鋳鉄異形管 

T 形を除く。 

フランジは GF－RF とする。 

JDPA G1042 

ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管・異形管 

呼び径φ75～φ1000 
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JWWA G120 

水道用 GX 形ダクタイル鋳鉄管 

呼び径φ75～φ400 

JWWA G121 

水道用 GX 形ダクタイル鋳鉄異形管 

呼び径φ75～φ400 

JDPA G1049 

水道用 GX 形ダクタイル鋳鉄管・異形

管 

呼び径φ75～φ400 

接合附属品 JWWA G114（附属書） 

水道用ダクタイル鋳鉄異形管 

T 形を除く。 

B/N は SUS304 とする。 

フランジ用ガスケットは GF1 号と

する。 

JWWA K156 

水道施設用ゴム材料 

ダクタイル鋳鉄管の

内面 

JWWA G112 

水道用ダクタイル鋳鉄管内面エポキシ

樹脂粉体塗装 

JWWA A113 

水道用ダクタイル鋳鉄管モルタルラ

イニング 

ダクタイル鋳鉄管の

外面 

JWWA K139 

水道用ダクタイル鋳鉄管合成樹脂塗

装 

工場塗装及び現場切断端面の補修。

内面粉体管の端面補修は一液 

又は二液性エポキシ樹脂塗料とす

る。 

JDPA Z2009 

ダクタイル鋳鉄管外面特殊塗装 

露出配管、水中配管等の場合黒色

以外の着色を必要とする場合 

滑材 JDPA Z2002 

ダクタイル鋳鉄管継手用滑材 

ポリエチレンスリー

ブ 

JWWA K158 

水道用ダクタイル鋳鉄管用ポリエチ

レンスリーブ 

３ 鋼管類                                 3/5

名称  規格  備考  

鋼管 JWWA G117 

水道用塗覆装鋼管 
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JWWA G118 

水道用塗覆装鋼管の異形管 

JIS G3459 

配管用ステンレス鋼管 

WSP 065 

管端ステンレス鋼付水道用鋼管の指針 

管端 SUS 鋼管を工場製作する場合 

鋼管の内面 JWWA K135 

水道用液状エポキシ樹脂塗料塗装方法 

JWWA K157 

水道用無溶剤形エポキシ樹脂塗料塗装方

法 

現場塗装の場合 

鋼管の外面 JWWA K151 

水道用ポリウレタン被覆方法 

PU-I（2 ㎜厚）とする。 

JWWA K153 

水道用ジョイントコート 

現場溶接部の外面等 

JWWA K135 

水道用液状エポキシ樹脂塗料塗装方法 

水中配管等の場合で、工場による

塗装の場合任意の着色を必要とす

る場合 

現場塗装で水道用無溶剤形エポキ

シ樹脂塗装が困難な場合 

JWWA K157 

水道用無溶剤形エポキシ樹脂塗料塗装方

法 

水中配管等で、現場塗装の場合 

WSP 009 

水管橋外面塗装基準 

露出配管部 

４ 弁類                                  4/5 

名称  規格  備考  

仕切弁 JWWA B120 

水道用ソフトシール仕切弁 

立形内ねじ式とする。 

φ75～φ250 

管路は右開きとする。 

本規格準用の受挿又は両受ソフト

シール仕切弁も標準配管材料とし

て使用可｡ 
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JWWA B122 

水道用ダクタイル鋳鉄仕切弁 

立形内ねじ式とする。 

バタフライ弁 JWWA B138 

水道用バタフライ弁 

φ250 

JWWA B138 準拠 

充水機能付水道用バタフライ弁 

1 種（4.5K）は使用しない。 

φ300～φ900 

（規格制定はゴムシート） 

空気弁 JWWA B137 

水道用急 空気弁 

急速空気弁とする。 

内外面粉体 補修弁を併用 

消火栓 JWWA B103 

水道用地下式消火栓 

単口 φ75 内外面粉体 補修弁を

併用 

消火栓用自動水抜栓付とする。 

補修弁 JWWA B126 

水道用補修弁 

レバー式ボール弁とする。 

内外面粉体 

水道用バルブの

キャップ 

JWWA Z103 

水道用バルブのキャップ 

５ その他                                 5/5 

名称  規格  備考  

蓋・筐・桝 

水道用空気弁鉄蓋 

水道用消火栓鉄蓋 

JWWA B110 

水道用ねじ式弁筐 

JWWA K148 

水道用レジンコンクリート製ボックス 

その他 JWWA K125 

水道用黒ワニス 

JWWA K135 

水道用液状エポキシ樹脂塗料塗装方法 

JWWA K157 

水道用無溶剤形エポキシ樹脂塗料塗装方法 
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第３節 一般材料 

２－３－１ 一般材料の規格 

一般材料は、設計図書に品質規格を特に明示した場合を除き、本共通仕様書及び最新の宮城

県土木部共通仕様書第２編第１章「土木工事材料」に規定する品質を満たすものを使用するも

のとする。 

２－３－２ 一般材料の品質の証明 

１ 受注者は、工事に使用する材料の品質を証明する資料を受注者の責任において整備、保

管するものとする。 

２ 受注者は、設計図書により指定された材料については、使用前に見本又は資料を提出し

なければならない。 

３ 受注者は、設計図書により試験を行うことにしている工事材料について、JIS 又は設計

図書に示す方法により、試験を行わなければならない。 

２－３－３ 一般材料の検査 

１ JWWA、JDPA、JIS、WSP の規格に適合する一般材料については、監督職員の検査を要し

ないものとする。ただし、設計図書に明示された一般材料においては、監督職員の検査

（確認を含む。）を受けて合格したものを使用するものとする。 

２ 前項の監督職員の検査（確認を含む。）に合格した一般材料であっても、施工時におい

て変質又は不良品と思われる一般材料は、受注者の費用負担で試験等を行い、品質が証明

されたものを使用するものとする。  

第３章 土木工事 

３－１ 適用    

本章に特に定めのない事項については、最新の宮城県土木部共通仕様書の該当する条項に準

拠すること。 
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３－２ 無収縮モルタル工 

１ 無収縮モルタルは、誤配合により硬化が不完全となるものもあるので、プレミックス製

品の使用を標準とする。 

２ 練り混ぜについては、以下を標準とする。 

（１）練り混ぜは、機械練りを原則とし、モルタルミキサー又はハンドミキサーによるもの

とする。 

（２）練り混ぜ時間は 1分以上とし、均一なモルタルが得られるまでとする。 

３ 注入については、以下を標準とする。 

（１）モルタルは、練り混ぜ後 20分以内に注入しなければならない。 

（２）自重圧工法で施工する場合には、流出側からモルタルが溢れるまで連続的に行い、途

中で中断してはならない。 

（３）注入作業中、バイブレーターなどで無収縮モルタルに振動を与えたり、型枠を叩いた

りしてはならない。 

（４）気温が 5℃以下になったときは、原則として、注入作業を行ってはならない。 

    ４ モルタルは注入後、急激な温度変化、乾燥及び荷重衝撃などの有害な影響を受けないよ

うに十分これを保護し、モルタルの露出面は注入後 5日以上、常に湿潤状態に保たなけれ

ばならない。 

第４章 配管工事 

第１節 施工一般

４－１－１ 適用範囲 

この章は、導水管、送水管及び配水管工事等に適用するものとする。 

４－１－２ 施工 

施工にあたっては、道路管理者及び所轄警察署の許可基準、許可条件等を遵守するととも

に、一般交通の状況及び地域性を十分に考慮しなければならない。 

４－１－３ 通水試験 

１ 通水試験は、設計図書により監督職員立会のもとに、下記により行うものとする。 

なお、現場条件等により水圧試験ができない場合は、監督職員の承諾を得たうえで放射

線透過検査、超音波探傷検査及びテストバンドに代えることができる。 
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（１）試験水圧 

試験水圧は、0.75MPa とする。 

（２）水圧測定位置 

水圧測定位置は、水圧試験区間の両端のうち標高の低い側を標準とする。 

（３）加圧時間 

加圧時間は、1時間とする。 

２ 試験用水は、水道水とする。その取水方法等については、監督職員の指示に従わなけれ

ばならない。 

   なお、充水の際は十分に時間をかけて管内を満水にする。 

３ 通水試験において、一時的に管末となる部分については、試験中に抜出しによる事故等

のないように十分な安全策を講じなければならない。 

４ 通水試験が不合格となったときは、直ちにその原因を究明し、改めて試験を行うものと

する。 

５ 通水試験を行うために取付けた各器具は、試験完了後、直ちに取外すものとする。  

４－１－４ 管の洗浄 

１ 管内の洗浄に使用する水は浄水とし、洗浄は排水設備又は消火栓等からの排水によるこ

とを原則とする。 

２ 効果的な洗浄を行うために管内流速を 1.0m/s 以上とすることが望ましいが、排水条件

により 1.0m/s 以上の管内流速が困難な場合は、別表を参考にすることとし、適正な時間

を考慮して行う。 

３ 管内洗浄は、洗浄排水に濁度、色度及び夾雑物が認められなくなり、残留塩素が基準値

になるまで継続する。また、当該管路に夾雑物が堆積しやすい傾斜部、伏越部、及び分岐

部がある場合は、流速及び流向を考慮し洗浄方法を計画する。その際、バルブ操作によ

り、単一管路の状態を作り洗浄を行うことを基本とする。 

なお、給水を開始するときは、上流の既設管の濁度、色度及び残留塩素と同等程度にな

ってから行う。 

４ 洗浄水を排水する場合は、放流先の状況に応じて、塩素臭や魚類のへい死などの被害が

発生しないよう、脱塩素処理（亜硫酸ナトリウム、チオ硫酸ナトリウム等の添加）を行
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う。 

４－１－５ 管の明示 

１ 地下に埋設する管類は、管明示テープ及び管明示シートにより、明示を行わなければな

らない。 

２ 管明示テープ 

（１）材料 

項目 規格 

厚さ 0.20±0.03 ㎜ 

巾 50±1.0 ㎜ 

材質 塩化ビニル （のり付き） 

色 地色：青   文字：白 

（２）明示方法 

呼び径 明示箇所

φ350 以下 胴巻 

φ400 以上 胴巻及び天端 

スリーブを設置しない管 

（PP 等） 

胴巻及び天端 

胴巻は 1周半巻き、天端は明示可能な全延長とする。 

（３）胴巻の間隔 

管種 箇所数 箇所 

直管（管長 4ｍ以下） 3 箇所／本 管の両端から 15～20 ㎝程度及び中間

1 箇所 
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直管（管長 5 から 6m 以

下）

4 箇所／本 管の両端から 15～20 ㎝程度及び中間

2 箇所 

異形管，切管等 胴巻の間隔が 2ｍ以内となる箇所 

（４）推進工法によりさや管を押し込む場合は、その鞘管天端の管軸方向に、幅 100 ㎜程

度のペイントを明示テープに代えて塗布することとする。 

３ 管明示シート                 

（１）材料 

項目 規格 

厚さ 2 倍折込

巾 150 ㎜ 

材質 ポリエチレンクロス 

色 地色：青   文字：白 

必要表示事項 水道管注意山元町上下水道事業所の立会いを求めてくださ

い。 

（２）管明示シートの設置位置                

管明示シートの設置位置は、設計図書に特別な定めがある場合を除き、路盤直下に

設置することを基本とする。ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議のうえ

設置するものとする。 

（３）その他            

他占用者の表示シートを破損させた場合、監督職員及び他占用者にその旨を連絡し

て、指示を受けるものとする。  

４－１－６ ポリエチレンスリーブ被覆工  

ダクタイル鋳鉄管又はダクタイル鋳鉄製の弁栓類を埋設する場合、下記によりポリエチレン

スリーブ被覆を行わなければならない。ただし、防護コンクリート部は管とコンクリートの付

着が重要となるため、防護コンクリートを打設する部分についてはポリエチレンスリーブを装

着しないものとする。（図 1参照）なお、この場合において、ポリエチレンスリーブ末端の防

護コンクリートとの境目については、管が直接土壌と接触するのを防止するため、図 2に示す

ようにポリエチレンスリーブの端を 10㎝程度コンクリートの中に入れるものとする。
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（１）材料 

ポリエチレンスリーブ並びに固定用ゴムバンドの材質については、第２章に添付の

「標準配管材料規格表」による。 

 項目 規格 

厚さ 0.20 ㎜  

色 地色：青   文字：透明及び青 

必要表示事項 呼び径・粉体塗装管 

ポリエチレンスリーブの固定用テープは、第 4章第 1節 4-5 第 2項(1)材料に規定す

る管明示テープと同じものを用いること。

（２）運搬及び保管 

ア ポリエチレンスリーブの運搬は、折りたたみ、ダンボール箱等に入れ、損傷し  

ないよう注意して行うこと。 

イ ポリエチレンスリーブは、直射日光を避けて保管すること。 

（３）工事の施工 

ア 管にポリエチレンスリーブを被覆する方法は、ポリエチレンスリーブを管に被せ、

管の外面にきっちりと巻きつけるため、余分のスリーブを折りたたみ、スリーブ両端

を固定用ゴムバンドで固定する。また、既設管仕切弁、分岐部等でポリエチレンスリ

ーブを被せることの出来ないものについては、ポリエチレンスリーブを切り開いて
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（ポリエチレンシート）施工すること。なお、継ぎ手部においては、被覆時にボルト

突起物等に十分注意して施工すること。 

イ ポリエチレンスリーブの合せ継ぎ目は、少なくても 30㎝以上重ねること。埋戻し

時には、土の偏重等により傷がつきやすいため、丁寧に埋戻さなければならない。  

ウ 管にポリエチレンスリーブを固定する場合、表示部分が管頂になるよう折り曲げて

密着させること。 

ポリエチレン固定用テープ 管 

                 断 面

第２節 管路掘削工 

４－２－１ 試掘調査 

管布設に先立ち、必要に応じて試験掘を行い、地下埋設物その他障害物が確認された場合

は、監督職員に報告し、その指示を受けるものとする。 

スリーブの表示部
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４－２－２ 埋設物の保護 

１ 掘削中に予期しない埋設物が認められたときは、監督職員に報告し、その指示を受ける

ものとする。 

２ 埋設物の防護は、関係機関と十分協議し、適切な防護を施すものとする。 

４－２－３ 管基礎工 

管基礎工は、設計図書に基づき施工するものとする。直置きの場合は、不陸を均して平坦に 

仕上げ、埋設管の全延長が均等に定着できるよう施工するものとする。 

４－２－４ 土留工 

１ 土留工の施工にあたっては、下記に留意し施工するものとする。 

（１）設 置 

ア 土留工の設置にあたっては、設計図書によるほか、建設工事公衆災害防止対策要綱

を遵守すること。 

なお、これにより難い場合は、監督職員と協議すること。 

イ 掘削深さが 1.5m を超える場合 

１）土質に見合った安定勾配で掘削することができる場合を除き、土留工を管布設工

事延長について設置する。 

２）周辺地盤の地下水位が高い場合は、適切な土留工法を選択する。 

ウ 掘削深さ 1.5m 以内の場合 

１）繰り返し掘削された箇所等で、地山の崩壊の危険度が高い箇所 

２）掘削壁面から 1m 未満又は掘削底面から 45 度の影響線内に一般交通通行帯がある

とき，地下埋設物が露出、近接しているとき、及び掘削線付近に擁壁等の載荷重が

かかるときは、当該影響箇所に土留工を設置する。 

３）掘削壁面の崩壊の危険がなくても、作業員が掘削溝内において長時間作業をする

箇所 

４）周辺地盤の地下水位が高い場合は、適切な土留工法を選択する。 

（２） 施 工 

ア 土留工の施工に際しては、地下埋設物、地上構造物及びその他の施設等について、

十分注意して施工しなければならない。 

イ 土留材打込みに際しては、適当な深さまで素掘りした後、通りよく建込み、鉛直に

打込まなければならない。 
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ウ 横かけ矢板を使用する場合は、矢板の緩みを生じないよう矢板の裏側に砂、土砂等

を十分てん充しなければならない。 

エ 腹起しは、管の吊下しに支障のないよう長尺物を使用し、また、切り梁は腹越しに

直角になるよう堅固に据え付けなければならない。  

４－２－５ 覆工 

１  覆工の施工にあたっては、下記に留意し施工するものとする。 

（１）覆工は、現場条件に応じて交通上支障のないよう設置すること。なお、その構造につ

いては、監督職員の承諾を受けるものとする。 

（２）覆工施設に使用する材料は、作用する荷重に十分耐え得るような材質寸法とするこ

と。 

（３）覆工板は、鋼製の場合は滑り止め付のもの、又はコンクリート製のものを使用する。 

（４）覆工板は、原則として、路面と同一の高さとすること。やむを得ない場合は、覆工板

と在来路面の取り合いを路面となじみよくすり付ける。 

４－２－６ 水替工 

１ 工事区域内は、必要に応じ水替え設備を設け、水を滞留させないよう注意しなければな

らない。 

２ 鋼管溶接の場合は、溶接開始から塗覆装完了まで常時水替えを続け、接合部分が浸水し

ないようにしなければならない。 

３ 排水にあたっては、必要に応じて関係管理者と協議するとともに、次の事項に注意しな

ければならない。 

（１）冬季においては、路面の凍結防止に注意する。 

（２）水替え設備、放流施設を点検する。  

（３）ホースは、放流施設まで連結する。 

（４）必要に応じ沈砂桝を設けて土砂を流さないようにする。 

（５）排水が現場付近住民等に迷惑とならない。 

第３節 管布設工 

４－３－１ 配管技能者 

１ 配管工事は、下表の左欄に掲げる対象工事に応じて、右欄に掲げる資格を有する技能者

を配置しなければならない。 
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対象工事 必要とする資格 

一般配管工事 

（ダクタイル鋳鉄管の K・T・A形管及び

PP 管等の一般継手） 

公益社団法人 日本水道協会 

配水管技能登録者（一般継手、耐震継手又は大

口径） 

耐震管工事 

（GX・NS・SⅡ形管等の耐震継手） 

公益社団法人 日本水道協会配水管技能登録者

（耐震継手又は大口径） 

２ 受注者は,現場代理人等通知書の提出に併せて、当該配管工事に従事する技能者の経歴

書及び登録者証の写しを監督職員に提出しなければならない。 

４－３－２ 管、弁類の取扱い 

管、弁類の降下（吊下し、配列及び据え付け）等による管、弁類の取扱いについては、管

体及び外塗装に損傷を与えないよう十分注意するとともに、その降下方法は現場に適合した

方法で行うものとする。  

４－３－３ 管の据付け 

管の据付けにあたっては、埋設管の安定を保持するために十分な基礎工を施したのち、次

の各号に基づいて施工するものとする。 

（１）管の据え付けにあたっては、十分に内部を清掃し、管表示文字を管頂にして、通りよく

管を据付けるものとする。 

（２）現場の状況により、管路を曲げる必要が生じた場合は、次表の角度及び偏位を超えない

ように行わなければならない。 
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４－３－４ 管の切断 

１ 水道配水用ポリエチレン管の切断は以下により行うこと。 

（１）ポリエチレン管用のパイプカッターを用いて切断すること。 

（２）切管の最小長さは 1.0ｍを原則とし、これによらない場合は、監督職員の承諾をえる

ものとする。なお、異形管は切断してはならない。 

２ 鋳鉄管の切断は、以下により行うこと。 

（１）挿し口加工を行う場合は、パイプ切削切断機を用いること。やむを得ずエンジンカッ

ターを用いる場合は、ダイヤモンドブレードを用いること。撤去管を切断する場合は、

レジノイド刃のエンジンカッターも可とする。 

（２）切管の最小長さは、下記によることを原則とし、これによらない場合は監督職員の承

諾を得るものとする。 

なお、異形管は切断してはならない。 

GX 形 

呼び径 

最少長さ(㎜) 

切管ユニットを使用する場合 切管用挿し口リングを使用する場合

甲切管 乙切管 甲切管 乙切管 

φ75 660 770 700 770 

φ100 660 770 720 770 

φ150 680 770 740 770 

φ200 680 770 740 770 

φ250 680 770 740 770 

φ300 720 820 760 820 

NS 形呼

び径 

最小長さ(㎜) 

甲切管 乙切管 

φ75 800 810 

φ100 810 820 

φ150 840 860 

φ200 840 860 

φ250 840 860 

φ300 960 1,000 
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（３）切断面には、補修用塗料(一液性エポキシ樹脂塗料 JWWA K139 水道用ダクタイル鋳鉄

管合成樹脂塗料）でハケ塗りとする。 

３ 鋼管の切断は、以下により行うこと。 

（１）切断部分の塗覆装材を処理したうえ、ガス切断機、プラズマ切断機等で切断するこ

と。ただし、ステンレス鋼管はガス切断機を使用してはならない。 

（２）開先仕上げは、新設管の開先に準じて丁寧に仕上げなければならない。 

（３）切管の最小長さは、下記によることを原則とし、これによらない場合は監督職員の承

諾を得るものとする。 なお、異形管は切断してはならない。 

鋼管：0.5m 以上かつ管径以上 

４ 塩化ビニル管の切断は、金鋸又は切断機で丁寧に行わなければならない。 

５ 管の切断は、管に対して直角に行わなければならない。 

４－３－５ 既設管との切替工事 

１ 断水工事を施工するときは、遅くとも一週間前までに断水日時及び工事日程について監

督職員と十分に打合わせを行い、その指示に従わなければならない。 

なお、断水工事は次の各号に留意して、計画的に施工しなければならない。 

（１）断水日時は、原則として変更しない。ただし、気象条件等により工事を順延すること

がある。 

（２）切替工事は、通水試験の対象区間外となるため、事前に試掘調査を十分に行い、その

配管接合には万全を期し、後日漏水の原因とならないよう十分留意する。 

（３）監督職員が求めたときは、工事用資材、機械類及び作業員の配置計画を記載した切替

工事施工要領書等を提出しなければならない。 

（４）掘削及び土留工は、特に厳重に施工しなければならない。 

なお、夜間作業で行う場合は、これに伴う安全設備についても遺漏のないよう配慮す

る。 

（５）切替工事を夜間で行う場合、管の切断は、低騒音型の切断機を使用することを原則と

する。 

４－３－６ 不断水穿孔工 

1 弁付特殊割Ｔ字管を使用する場合は、次の点に留意しなければならない。 

（１）穿孔に先立ち、監督職員立ち会いの上、弁付特殊割Ｔ字管の水圧試験を行う。

また、加圧時間は 5分間、試験水圧は 0.75MPa とする。 
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（２）基礎工及び穿孔機仮受台を十分堅固に設置する。 

（３）穿孔は、監督職員立ち会いのうえ施工する。 

（４）割Ｔ字管の取り出し部の管軸は、水平を原則とする。 埋設物その他の関係で水平に

し難いときは、監督職員の承諾を受けて適切な勾配をつけること。

（５）穿孔完了後切屑、切断片等は、管の外へ排出する。  

（６）硬質塩化ビニル管からの不断水穿孔は行ってならない。

４－３－７ 弁栓類取付工 

１ 仕切弁、空気弁、減圧弁及び消火栓等の取付の施工にあたっては、次の各号により施工

するものとする。 

（１）弁栓類の取付にあたっては、開閉操作が確実に行われることを確認する。 

（２）弁筺方式の仕切弁のスピンドル頂部は、路面から 0.19～0.38m となるように継足棒を

設置すること。 

なお、必要に応じて振れ止め金具を設置する。

（３）特殊な弁栓を設置した場合は、下記の内容を明示した札（ラミネート加工を施したも

の）を弁筐内に設置する。 

＜弁栓類の名称・製造会社・呼び径・回転数・回転方向・工事名称＞ 

（４）空気弁の取付にあたっての鉄蓋天端から空気弁天端までの距離は、150 ㎜～

250 ㎜となるようフランジ短管等で調整する。 

（５）消火栓の取付にあたっての鉄蓋天端からスピンドルキャップ天端までの距離は、150

㎜～250 ㎜となるようフランジ短管等で調整する。 

４－３－８ 弁室その他の構造物 

１ 鉄蓋類は、構造物に堅固に取付け、かつ、路面に対して不陸なく据え付けなくてはなら

ない。 

２ 弁筺の据付けは、沈下、傾斜及び開閉軸の偏心を生じないよう入念に行わなければなら

ない。 

３ 鉄蓋の取付位置（開閉方向）は、開けた際に、なるべく交通に支障がでない位置に取り

付けるものとし、詳細は監督職員と協議する。  

４－３－９ 壁貫通部の処理 

水処理施設の水槽構造物を除いた壁貫通部の処理は、下記を標準とする。 

１ 箱抜きを行わない場合（パドル等により拘束を期待する場合） 
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施工上の留意点 

① コンクリート壁面と管周辺の接点部には、あらかじめ面木等を取り付けておき、コン

クリート打設後取り外しシーリングを行う。 

② 壁面部に管径+100 ㎜程度のパテ処理（円形、角型どちらでも可）を行う。ただし、

防水処理を行う場合にはパテ処理は不要とする。 

③ ダクタイル鋳鉄管の地中埋設側についてはポリエチレンスリーブの巻き込みを行う。  
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２ 箱抜きを行う場合 

施工上の留意点 

① 浸透性防水剤は、中詰モルタルとコンクリートの接着性がよく、防水効果のある無

機質系（セメント系、ケイ酸系等）とする。 

② 無収縮モルタルは、モルタル（1：1）に無収縮材（プレミックスタイプ等）を混ぜ

たものとする。 

③ ダクタイル鋳鉄管のポリエチレンスリーブの収まりは、第 1 項の場合と同様とす

る。 

箱抜き形状は、正方形又は円形のどちらでも可とする。辺長又は直径は、箱抜き寸法 A

を参考とする。 

呼び径 
A＝箱抜き寸法 

直管（片フランジ共） 両側フランジ 

φ75 200 300 

φ100 250 350 

φ150 300 400 

φ200 350 450 

φ300 450 550 

４－３－１０ 廃止管路の残置 

廃止管路を残置する場合には、設計書に定め（モルタル充填等）がある場合を除き、吸出し

による路面の沈下を防止するために必要な措置を講じる。 

辻10×10 ポリサルファイド系 △20×10 ポリサルファイド系

（またはウレ ン系）シーリング （またはウレ ン系）シーリング
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第４節 水道配水用ポリエチレン管の接合 

 ４－４－１ 一般 

  １ 水道配水用ポリエチレン管の接合は、融着によるＥＦ（エレクトロフュージョン）接合

による。なお、現場状況によりＥＦ接合が困難な場合、監督職員と協議しメカニカル接合

とすることができる。 

  ２ ダクタイル鋳鉄管等と比べると破損しやすい為、傷がついたりしないよう、より一層の

注意を払い施工すること。 

  ３ 施工時には管体に傷がないかを点検し、有害な傷（管厚の 10％を超える深さの傷）が

ある場合は、その箇所を切断除去したうえで、切管として利用すること。 

 ４－４－２ ＥＦ接合 

  １ ＥＦ接合部へ水が付着することは厳禁である。水場では十分なポンプアップ、雨天時に

はテント等による雨除け等の対策を講じること。 

  ２ ＥＦ接合部に有害な傷（切断時に除去できない深さの傷、約 0.2 ㎜程度）がある場合

は、その箇所を切断除去したうえで接合すること。 

  ３ 接合部付近（管端から 200 ㎜以上の範囲）を管全周にわたり、ペーパータオルや清潔な

ウエスで清掃すること。 

  ４ ＥＦ接合部を所定のスクレーパを用いて切削（スクレープ）すること。なお、切削が不

十分である場合、融着不良の原因となるため、管端から差込長さの位置に記入した標線ま

で完全に切削すること。また、同じ場所を何回も切削することも融着不良の原因となるこ

とから、切削は原則１回とする。 

  ５ 切削部やＥＦ受口を含む融着面は融着作業前に、清潔な素手の状態でエタノール又はア

セトンをしみこませたペーパータオルで清掃すること。また、清掃後は清掃面に触れない

よう注意すること。 

  ６ 融着作業が完了した際には必ず接合部のインジケータが隆起していることを確認するこ

と。なお、インジケータが隆起していない場合は融着不良であるため、接合部分を切り取

り、新しいＥＦソケット等を用いて最初から作業をやり直すこと。 

  ７ 融着作業後、下記に示す規程時間、放置・冷却すること。なお、冷却中はクランプで固

定したまま、接合部に外力を加えないよう注意すること。 

呼 び 径 冷却時間[分] 

φ５０ ５ 

φ７５ １０ 

φ１００ １０ 
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  ８ 接合部に作業日と冷却終了時間（クランプ取り外し可能時刻）を記入し、冷却中にクラ

ンプで固定している状況で写真撮影を行うこと。 

 ４－４－３ メカニカル継手の場合 

  １ 管端が直角になるように切断し、管端面のバリを取り除くこと。 

  ２ 管端から 200 ㎜程度の内外面に付着した油・砂等の異物をウエス等で取り除くこと。 

  ３ インナーコアを下図のとおり、インナーコアテーパ部の長さが概ね下記表記載のＡ寸法

程度になるように挿入する。 

呼 び 径 Ａ寸法（㎜)[参考] 

φ５０ １０ 

φ７５ １５ 

φ１００ ２０ 

  ４ 標準挿入量の標線を記入し、同標線が押輪端面にくるように、片口ずつ管を挿入するこ

と。 

  ５ 管挿入後、ナットを手やスパナ等で少し緩め、スペーサを取り外した後、Ｔ頭ボルト、

ナットを占めて継手本体を本管に固定すること。なお、締め付けは押輪と継手本体がメタ

ルタッチになるまで行うこと。 

 ４－４－４ 継手の管理 

   水道配水用ポリエチレン管の継手を施工した場合は、継手形式に応じて下記のとおり接合

記録を提出するものとする。 

    【融着（ＥＦ）接合】・融着データシート（作業日・時刻、継手種類・口径、融着時間

が確認できるもの） 

              ・ＥＦコントローラ・専用工具、点検シート 

    【メカニカル継手 】・Ｋ型継手チェックシート 
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第５節 ダクタイル鋳鉄管の接合 

４－５－１ GX 形継手の接合 

１ G‐Link を用いる箇所は、既設管（ダクタイル鋳鉄管）に接続する場合のみであり、切

断した部分にはダクタイル鋳鉄管切管鉄部用塗料で塗装しなければならない。また、切管

用挿し口リングを用いる場合は、1 種管を用い、挿し口を切断した部分にはダクタイル鋳

鉄管切管鉄部用塗料又は GX 形端面防食用ゴム（挿し口端面）及び溝用テープ（溝部）を

使用して補修しなければならない。 

２ G‐Link は、内面の所定の位置に爪が全数装着されていること、外面に押しボルトが全

数装備されていることを確認しなければならない。また、切管用挿し口リングを用いる場

合は、挿し口リングのねじ穴位置に O リング（2 箇所）が付いていることを確認しなけ

ればならない。 

３ G‐Link の取り付けは、爪が管と接するまで全数の押ボルトを均等に手で仮締めした

後、対称の位置にある押ボルトを均等に規定の締め付けトルク 100N・m で締め付けなけれ

ばならない。また、切管用挿し口リングの接合は、タッピンねじを締め付け後、ねじ部の

シールゴムが切管用挿し口リングから飛び出していないこと、及び切管用挿し口リングと

挿し口外面との間に隙間ゲージが全周にわたって入らないことを確認しなければならな

い。 

４ 接合に先立ち、挿し口外面から 300 ㎜の間及び受け口内面に付着している油、砂、その

他の異物を完全に取り除かなければならない。 

５ 直管を用いる場合は、ロックリング及びロックリングフォルダを、異形管を用いる場合

はストッパを、一体化長さの範囲についてはライナ（ライナボード）が正常な位置にある

か、確認しなければならない。 

６ 直管の接合は、曲げ角度を 2°以内としなければならない。（接合作業上のゴム輪ずれ

防止角度） 

７ 直管及びライナ（ライナボード）の接合後、受け口と挿し口の隙間にゲージを差込み、

ゴム輪の入り込み量が下記の表の合格範囲であることを確認しなければならない。 

呼び径 合格範囲（㎜） 呼び径 合格範囲（㎜） 

φ75 8～18 φ250 11～21 

φ100 8～18 φ300 14～24 

φ150 11～21 φ350 14～25 

φ200 11～21 
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８ 異形管及び G‐Link のＴ頭ボルト、ナット締め付け完了後、押輪の施工管理用突部と受

け口端面にゲージを差し込み、隙間がないことを確認しなければならない。 

４－５－２ NS 形継手の接合 

１ 切管用挿し口リングを用いる場合は、１種管を用い、挿し口を切断した部分にはダクタ

イル鋳鉄管切管鉄部用塗料を使用して補修しなければならない。 

なお、呼び径φ300～φ450 は、挿し口リングのねじ穴位置に Oリング（2箇所）が付

いていることを確認しなければならない。呼び径φ75～φ450 の切管用挿し口リングの

固定は 4 通りあり、いずれの手法でも固定後は切管用挿し口リングと挿し口外面との間

に隙間ゲージが全周にわたって入らないことを確認しなければならない。 

２ 接合に先立ち、呼び径φ75～φ450 は挿し口外面から 300 ㎜の間及び受け口内面に付

着している油、砂、その他の異物を完全に取り除かなければならない。 

３ 呼び径φ75～φ450 の直管及び異形管を用いる場合は、ロックリング芯出し用ゴム、

ロックリング、ゴム輪が正常な位置にあるか確認しなければならない。また、一体化長さ

の範囲内についてはライナ（ライナボード）が正常な位置にあるか確認しなければならな

い。 

４ 接合作業後、直管呼び径φ75～φ400 は、ゴム輪が正常な位置にあるか確認しなけれ

ばならない。また、異形管呼び径φ75～φ200 については、挿し口外面と屈曲防止リン

グの間に隙間ゲージが入らないことを確認しなければならない。 

４－５－３ K形継手の接合 

１ 管を切断した部分には、ダクタイル鋳鉄管切管鉄部用塗料を使用して補修しなければな

らない。 

２ 接合に先立ち、挿し口端面から白線までの外面及び内面に付着している油、砂、その他

の異物を取り除かなければならない。 

３ 各ボルトを締める場合は、まず、上下のナットを、次に対角ナットを、順次、それぞれ

少しずつ締め、押輪面と挿し口端との間隔が全周を通じて同じになるよう十分注意し、更

に押輪及び管の中心が同心円になるように行い、これを繰り返して完全な締付けを行わな

ければならない。 
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４ メカニカル継手は、必ずトルクレンチにより別表のトルクまで締め付けなければならな

い。 

なお、トルクレンチは，定期的に検定を受けたものでなければならない。 

５ 一度規定トルクまで締め付けても、隣のナットを締めると、またゆるみがちとなるた

め、下図のような順序で追い締めをしなければならない。 

［ メカニカル継手（K形）トルク表 ］ 

呼び径 トルク ボルト寸法(㎜)

φ75 60N･m（または 6kgf･m） M16 

φ100～φ600 100N･m（または 10kgf･m） M20 

４－５－４ 継手の管理 

１ 継手管理を行う者は、（公社）日本水道協会配水管技能登録者の資格を有した者でなけ

ればならない。 

２ 以下の継ぎ手を施工した場合は、継手チェックシートを提出するものとする。 

・GX 形継手 

・NS 形継手 

・K形継手（特殊継輪含む。） 
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４－５－５ 特殊押輪継手の接合 

１ 特殊押輪の使用範囲は、設計図書によるものとする。 

なお、特殊押輪の選定は、下記の表による。 

路線の耐震化状況 特殊押輪の種類 備考 

耐震路線に用いる場合 離脱防止性能 A 級 

全数形（高圧形） A 級の製品がない呼び径の場合 

耐震路線でない場合に用

いる場合 

半数形 標準 

全数形（高圧形） 水圧，呼び径を考慮 

※ 耐震路線とは、布設管路が GX、NS、SⅡ、S（KF）、溶接鋼管、溶接ステンレス鋼管等

耐震性の高い管で構成される路線をいい、この中でやむを得ずＫ形管を用いる場合にお

いても、同等の抜け出し防止性能を確保する必要がある。 

２ 押ボルトの締め付けトルクは，使用する製品の仕様によるものとする。 

第６節 フランジ継手 

４－６－１ 種類 

フランジ継手は下表の設計水圧により適正に選定しなければならない。 

ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議すること。 

静水圧 

（使用圧力） 
水撃圧 

設計水圧 

（最高許容圧力）

呼び圧力  

（記号）

弁類等の

種類 

鋼管の種

類記号 

0.75MPa 以下 0.55MPa 1.3MPa 7.5K 2 種 F15 

0.75MPa 超 

1.0MPa 以下 
0.55MPa 1.55MPa 10K 3 種 F20（F15） 

1.0MPa 超 

1.6MPa 以下 
0.55MPa 2.15MPa 16K 4 種 F25（F20） 

４－６－２ フランジ継手 

１ フランジ継手の接合は、静水圧に関わらず溝形フランジ（RF-GF（メタルタッチ））を原

則とするものとする。 

２ 溝形フランジの接合  

（１）フランジ面及びガスケット溝を清掃し、異物のかみ込みをふせがなければならない。 

（２）角ゴムは、溝部に接着剤を塗布し、移動を生じないように固定しなければならない。 
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（３）ボルトは、片締めにならないよう全周を通じて均等に締め付け、十分な水密性を確保

しなければならない。 

４－６－３ フランジ継手の管理 

継手外側から、円周 4カ所で、等間隔の位置に 0.5 ㎜厚の隙間ゲージを差し込み、フラン

ジ面間の隙間がないことを確認するものとする。 

４－６－４ 絶縁フランジ継手 

１ 鋼管、ステンレス鋼管及びダクタイル鋳鉄管等の相互における異種管を接合する場合，

原則として絶縁フランジ継手によるものとする。ただし、以下の場合は 4-5-2 のフラン

ジ継手とすることができるものとする。 

（１）電気防食を行う鋼管とダクタイル鋳鉄管を接合する場合 

（２）電気防食区間と接合する場合 

（３）露出配管で目視確認ができ、通水後であっても配管上容易に絶縁施工が可能な場合 

２ 施工 

（１）絶縁材料は、下記によるものとする。 

① 絶縁ガスケットは、使用水圧が 0.75MPa 以下の場合は、JWWA G113・114 付属書に

規定する RF 形ガスケットを使用し、それ以上の使用水圧の場合は、監督職員の承諾

を得た材料を使用するものとする。 

なお、いずれの場合も GF1 形ガスケットを併用することを原則とする。 

② 接合材料の材質は SUS304 とする。これに絶縁性能が確保される塗覆装あるいはス

リーブ等を施すものとし、監督職員の承諾を得るものとする。 

（２）絶縁フランジの接合は，4-5-2 第 2項の各号に準ずる。 

３ 絶縁フランジの被覆 

絶縁フランジ外面は、下記の場合において、ペトロラタム系ペースト・テープ，マスチ

ック、プラスチックテープ等を用いて被覆するものとする。 

なお、被覆は、絶縁性能が確認されたのち、速やかに施工しなければならない。

また、水滴等でぬれた状態で施工してはならない。 

（１）土中埋設配管の場合。 

（２）弁室内配管、屋外及び屋内露出配管の場合で,絶縁フランジ部が結露又は雨水等に触

れる場合。 
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４ 絶縁性能の確認 

接合した管同士の絶縁抵抗が、1MΩ以上あること。ただし、土中埋設の場合は、片方

の部材が土壌や水分から隔絶されている状態で測定すること。 

絶縁フランジ部の被覆例

第７節 鋼管溶接継手 

４－７－１ 一般 

１ 受注者は、溶接施工に先立ち、溶接方法、溶接順序、溶接設備及び溶接棒等の詳細につ

いて記述した施工計画（要領）書を監督職員に提出しなければならない。 

２ 受注者は、溶接に従事する溶接工の資格証明書の写し、写真及び経歴書を添付した技能

者届を監督職員に提出しなければならない。また、溶接工は資格証明書を常携し、監督職

員が提示を求めた場合はこれに応じなければならない。 

３ 溶接作業にあたっては、火気及び漏電等について十分な防止対策を施さなければならな

い。 

４ 溶接機の 2次側には、電流計及び電圧計を備え、溶接作業場にて電流調節が可能でなけ

ればならない。 

５ 降雨、降雪及び強風時には、原則として溶接を行ってはならない。 

なお、完全な覆い設備を設ける等の対策を施す場合は、監督職員の承諾を得て作業を行

うことができるものとする。また、気温が 5℃以下の場合で適切な方法で余熱を行う場合

は、監督職員の承諾を得て作業を行うことができるものとする。ただし、湿度が高く、鋼

面に水滴が発生する場合は作業を行ってはならない。 
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６ 溶接作業時は、管内外の塗装面に十分な防護措置を施すとともに、管内作業においては

作業員の服装、履き物及び携行品等について十分留意しなければならない。 

７ 溶接作業は、以下によらなければならない。 

（１）溶接部は、水分、油、さび、ミルスケール及びその他有害なものは完全に除去・清掃

し、所定の開先形状に加工されていることを確認する。 

（２）管の芯出し据え付けは、過度の変形及び拘束を与えない方法で確実に行い、管の製作

寸法公差内の目違いは、全周にわたって平均して逃がす。 

（３）仮付溶接は、ピッチ、長さを計画的に配置し、本溶接と同等の資格を持つ技術者が実

施すること。仮付溶接の欠陥部は、本溶接に先立ち完全に除去する。 

（４）溶接進行方向は、残留応力及び変形が最小となるように、また作業性も考慮した上

で、極力左右対称となるように行う。 

（５）溶接は、母材、溶接棒及び溶接条件にもっとも適した電流及び速度で行う。 

（６）溶接は、各層ごとにスラグ及びスパッタ等を完全に除去・清掃のうえ行う。 

（７）裏溶接を行う場合は、溶着金属が完全に現れるまで裏はつりを行うこと。 

なお、裏はつりは原則として外面より行うこと。また、裏はつり後は、直ちに次の層

の溶接を行う。 

８ 原則として、現場溶接は路線の一方向から施工するものとする。 

９ 仮付け溶接後は、原則として直ちに本溶接を行うものとする。 

なお、仮付け溶接が先行する場合は、連続 3本以内かつその日の溶接施工口数以内とし

なければならない。 

10 既設管との、あるいは工区中間における連絡接合は、伸縮管で行うものとする。 

11 現場での切り管加工及び切り合わせ曲管溶接は、切り合わせ角度、けがき、切断及び開

先加工等の施工計画（要領）書を添付して監督職員に承諾を得なければならない。 

12 突き合わせ溶接継手の全箇所及び全周については、目視及びゲージ等で外観の確認を行

い、以下の欠陥等がないことを確認しなければならない。 

（１）ビード表面のピット、オーバーラップ，アークストライク、割れ、亀裂、スラグ巻込

み、タングステン巻込み及びスパッタ 

（２）深さ 0.5 ㎜を越えるアンダカット 

深さ 0.3 ㎜を越え 0.5 ㎜以下のアンダカットで、1個の長さが 30 ㎜を越えるもの、

又は合計長さが管の円周長の 15％を越えるもの 

（３）3.0 ㎜を越える余盛り 

（４）極端なビードの不揃い及びなめらかでないビードの止端部 
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４－７－２ 炭素鋼の被覆アーク溶接 

１ 溶接工の資格 

溶接工は、JIS Z3801（溶接技術検定における試験方法および判定基準）に定められた

試験のうち、板厚等実施する作業にもっとも適する試験に合格した者で、溶接姿勢として

は F・V・H・Oすべての資格又はＰの資格を有する者でなければならない。（別表 1参照）

ただし、半自動溶接を行う場合は、JIS Z3841（半自動溶接技術検定における試験方法及

び判定基準）に定められた試験のうち、板厚等実施する作業にもっとも適する試験に合格

した者で、溶接姿勢としては F・V・H・Oすべての資格又は Pの資格を有する者でなけれ

ばならない。（別表 2参照） 

２ 溶接棒 

（１）溶接棒は，JIS Z3211（軟鋼用被覆アーク溶接棒）に適合するもので、次のいずれか

を使用することを原則とする。 

D4301 （イルミナイト系） 

D4311 （高セルロース系） 

D4316 （低水素系） 

ただし、小～中口径で裏はつりができない場合は、初層は D4316（低水素系）を使用

すること。 

（２）溶接棒は、常時乾燥状態を保つように適切な管理を行うとともに、湿度の高い掘削溝

内には裸のままで持ち込まないこと。特に、D4316（低水素系）の溶接棒は、メーカー

指定の乾燥温度及び時間で乾燥したものを、適当な防湿・乾燥容器にて現場携行の上、

1本ずつ取り出して使用しなければならない。また、運搬にあたっては、被覆材料が剥

離・損傷しないように丁寧に扱わなければならない。 

別表１ JI Z 3801

手溶接技術検定における試験方法及び判定基準

継手種

類

試験材料 厚

さ区分mm

開先形状 裏当て金

有無 溶接姿勢

溶接方法及び記号

被覆アーク溶

接

ティグ溶

接

組合せ溶接 ガ ス 溶

接

板

突合

せ溶

接

薄板

（板厚 3.2）

I 形又 

V 形

N 下向（F） N―１F T―１F G―１F

立向（V） N―１V T―１V G―１V

横向（H） N―１H T―１H G―１H

上向（O） N―１O T―１O G―１O
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中板

（板厚 9.0）

V形 A 下向（F） A―２F

立向（V） A―２V

横向（H） A―２H

上向（O） A―２O

N 下向（F） N―２F C―２F

立向（V） N―２V C―２V

横向（H） N―２H C―２H

上向（O） N―２O C―２O

厚板

（板厚

19.0）

V形 A 下向（F） A―３F

立向（V） A―３V

横向（H） A―３H

上向（O） A―３O

N 下向（F） N―３F C―３F

立向（V） N―３V C―３V

横向（H） N―３H C―３H

上向（O） N―３O C―３O

管

突合

せ溶

接

薄肉管

（肉厚 4.9）

I 形又 

V 形

N 水平及び鉛直

固定（P）

N―１P T１―P G―１P

中肉管

（肉厚

11.0）

V形
A

水平及び鉛直

固定（P）
A―２P

N
水平及び鉛直

固定（P）
N―２P C―２P

厚肉管

（肉厚 20 以

上）

V形
A

水平及び鉛直

固定（P）
A―３P

N
水平及び鉛直

固定（P）
N―３P C―３P

A：裏当て金を用いる

N：裏当て金を用いない 
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別表 2 JI Z 3841

半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準

継手種

類

試験材料 厚

さ区分mm

開先形状 裏当て

金有

無

溶接姿勢 溶接方法及び記号

マ グ 溶

接
組合せ溶接

セルフシール

ドアーク溶接

板

突

合

せ

溶

接

薄板

（板厚 3.2）

I 形又 

V 形

N 下向（F） N―１F

立向（V） N―１V

横向（H） N―１H

上向（O） N―１O

中板

（板厚 9.0）

V形 A 下向（F） A―２F ―２F

立向（V） A―２V ―２V

横向（H） A―２H ―２H

上向（O） A―２O ―２O

N 下向（F） N―２F

立向（V） N―２V

横向（H） N―２H

上向（O） N―２O

厚板

（板厚

19.0）

V形 A 下向（F） A―３F C―２F

立向（V） A―３V C―２V

横向（H） A―３H C―２H

上向（O） A―３O C―２O

N 下向（F） N―３F C―３F

立向（V） N―３V C―３V

横向（H） N―３H C―３H

上向（O） N―３O C―３O

管
薄肉管

（肉厚 4.9）

I 形又 

V 形

N 水平及び鉛直固定

（P）

N―１P
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突

合

せ

溶

接

中肉管

（肉厚

11.0）

V形 A 水平及び鉛直固定

（P）

A―２P ―２P

N 水平及び鉛直固定

（P）

N―２P C－２P

厚肉管

（肉厚 20 以

上）

V形 A 水平及び鉛直固定

（P）

A―３P ―３P

N 水平及び鉛直固定

（P）

N―３P C―３P

A：裏当て金を用いる

N：裏当て金を用いない

４－７－３ ステンレス鋼管の溶接 

１ 溶接工の資格 

溶接工は、JIS Z3821（ステンレス鋼溶接技術検定における試験方法および判定基準）

に定められた試験のうち、板厚等実施する作業にもっとも適する試験に合格した者で、溶

接姿勢としては F・V・H・Oすべての資格又は Pの資格を有する者でなければならない。

（別表 3参照） 

２ 溶接方法 

原則として、被覆アーク溶接又はティグ溶接とするものとする。ただし、小～中口

径で裏はつりができない場合は、初層及び 2層目はティグ溶接とするものとする。 

３ 溶接棒 

（１）被覆アーク溶接の場合、溶接棒は JIS Z3221（ステンレス鋼被覆アーク溶接棒）に

適合するもののうち、母材の鋼種にもっとも適する種類のものを使用しなければなら

ない。ティグ溶接の場合、溶接に用いる溶加材は、 JIS Z3321（溶接用ステンレス鋼

棒及びワイヤ）に適合するもののうち、母材の鋼種にもっとも適する種類のものを使

用しなければならない。 

（２）溶接棒及び溶加材は、常時乾燥状態に保つように、種類に応じた適正な管理を行う

こと。 

なお、特に湿度の高い掘削溝中には裸のままで持ち込まないこと。溶接棒あるいは

溶加材を加熱・乾燥する場合は、乾燥温度、乾燥時間、繰り返し回数について種類に

応じた適正な方法で管理する。 

４ ティグ溶接のバックシールド 

（１）バックシールドに用いるシールドガスは、JIS K1105（溶接用アルゴンガス）に適

合するアルゴンガスを使用する。 
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（２）バックシールドガスのパッキング方法については、管径、溶接姿勢、配管状況等を

考慮し、適切な方法にて行う。 

（３）溶接に先立ち、開先面にシールドガスが行き渡っていることを確認する。 

別表 3 JIZ 3821

ステンレス鋼溶接技術検定における試験方法及び判定基準

試験の種類 継手の種類 試験片試

験
溶接方法 記号 溶接姿勢 試験材料形状 試験材料 厚さ

及び呼び径

裏当て金

有無

被

覆

ア

ー

ク

溶

接

CN―F 下向 板 厚さ 9.0mm N 表曲げ

及び裏曲げCN―V 立向

CN―H 横向

CN―O 上向

CA―O A

CN―P 

CN―PM

水平固定鉛

直固定

管 呼び径 150A 

厚さ 11.0mm

N

テ

ィ

グ

溶

接

TN―F 下向 板 厚さ 3.0mm N

TN―V 立向

TN―H 横向

TN―O 上向

TN―P 水平固定鉛

直固定

管 呼び径 100A 

厚さ 3.0mm

ガ

ス

シ

ー

ル

ド

ア

MN―F 下向 板 厚さ 9.0mm N

MA―F A

MN―V 立向 N

MA―V A

MN―H 横向 N
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ー

ク

溶

接

MA―H A

A：裏当て金を用いる

N：裏当て金を用いない

４－７－４ 非破壊検査 

１ 呼び径 80A 以上の突き合わせ溶接継手は、設計図書に指定する箇所及び範囲において、

放射線透過試験を行うものとする。 

２ 前項の放射線透過試験が不可能な場合、呼び径 300A 以上かつ管厚 6㎜以上のフェライ

ト系鋼管については、監督職員の承諾を得た上で、超音波探傷試験にかえることができる

ものとする。  

３ 第 1 項及び第 2項の検査が不可能な場合、磁粉探傷法あるいは浸透探傷法による非破壊

検査に代えることができるものとする。 

なお、摘要、検査方法及び判定基準等は、監督職員の指示によるものとする。 

４ 受注者は、非破壊検査に先立ち、検査方法、検査箇所及び報告書作成様式等の詳細につ

いて記述した施工計画（要領）書を監督職員に提出しなければならない。 

５ 請負者は、非破壊検査に先立ち、従事する技術者の資格証明書の写し、写真及び経歴書

を添付した技能者届を監督職員に提出しなければならない。また、従事する技術者は、資

格証明書を常携し、監督職員が提示を求めた場合はこれに応じなければならない。 

６ 検査結果は、結果表に取りまとめ、遅滞なく監督職員に提出しなければならない。 

４－７－５ 放射線透過試験  

１ WSP 008（水道用鋼管現場溶接継手部の非破壊検査基準）の第 1章（現場溶接継手部の

放射線透過検査基準）により、放射線透過試験を行う。 

２ ステンレス鋼管の場合は、WSP 008 に規定されている判定基準において、欠陥の等級分

類を，JIS Z3106（ステンレス鋼溶接部の放射線試験方法及び透過写真の等級分類方法）

の該当事項に読み替えて摘要するものとする。 

３ 試験の結果不合格と判定された欠陥は、その除去・補修方法について監督職員の承諾を

得たうえで補修を行い、再試験を行わなければならない。 
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４ 透過写真（ネガ）は、一括整理して保管し、監督職員の求めがある場合は遅滞なく提示

しなければならない。このとき、判定に従事した技術者若しくはこれと同等の資格を有す

る技術者を、監督職員の求めに応じて立ち会わせなければならない。  

５ 放射線透過検査の撮影頻度は，別表 4を標準とする。 

別表４ 

構造 溶接口数 撮影頻度 

水管橋 － 全箇所（100％） 

添架管及び

埋設管 

4 口以下 全箇所（100％） 

5 口以上  

99 口以下 

溶接口数を n とした場合 n1/2箇所以上ただし最低

4 箇所（例：n＝50 口→8 箇所） 

100 口以上 溶接口数の 10％以上 

推進管及び

その前後 

5 口以下 全箇所（100％） 

6 口以上  

99 口以下 

溶接口数を n とした場合 2n1/2箇所以上 

（例：n＝50 口→15 箇所） 

100 口以上 溶接口数の 20％以上 

４－７－６ 超音波探傷試験 

１ WSP 008（水道用鋼管現場溶接継手部の非破壊検査基準）の第 2章（現場溶接継手部

の超音波探傷検査基準）により超音波探傷試験を行うものとする。 

２ 原則として、監督職員の立ち会いのもと、試験を実施するものとする。 

３ 試験の結果不合格と判定された欠陥は、その除去及び補修方法について監督職員の承諾

を得た上で補修を行い、再試験を行わなければならない。 

第８節 電気防食工

４－８－１ 電気防食工 

１ 本条は、流電陽極法による電気防食工に適用するものとする。 

２ 調査・計画 

受注者は、施工に先立ち、土壌抵抗率、地下水の状況、防食対象管の塗覆装及びその他

必要事項を調査・測定の上、効果的な電気防食工の設置方法について検討し、監督職員の

承諾を得なければならない。 

３ 設計条件 

設計計算に用いる諸数値は、下記によることを標準とする。  
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鋼管自然電位 -500mV（飽和硫酸銅電極基準） 

防食設計電位 -1,000mV（飽和硫酸銅電極基準） 

塗膜抵抗値 5,000Ω／㎡（ポリウレタン、ポリエチレン、タールエポ） 

1,000Ω／㎡（アスファルトジュート） 

陽極消耗率 8.0 ㎏／A・年 

耐用年数 40 年 

４ 材料 

（１）使用材料は、下表によることを標準とする。 

名称 規格 適用 

陽極 JIS H 6125 MGA2 

電線 JIS C 3605 600V ポリエチレンケーブル  CV 

電線保護管 JIS C 3653 付属書 1 

JIS C 8430 

JIS C 8380 

FEP（土中埋設用） 

VE（弁室内・露出部用） 

PE 鋼管（弁室内・露出部用） 

ターミナル WSP 050 新設管で埋設の場合 Ⅱ型 

既設管・弁室内配管・露出管の場合は監

督職員の指示による 

（３）材料の保管は、室内によることを原則とし、常に乾燥状態を保つこと。 

５ 電線の径及び色 

電線の径及び被覆の色は、次表によることを標準とする。 

名称 電線の径 色 

マグネシウム陽極 CV 5.5 ㎜２ 黒色 

亜鉛照合電極 CV 5.5mm２ 緑色 

ターミナル（本管接続用） 

    〃    （測定用） 

CV 8mm２ 

CV 5.5mm２

赤色 

赤色 

ボンド線 CV 8mm２ 赤色 

６ 施工 

（１）電気防食装置が正常に機能するよう、防食対象外の導体との絶縁管理並びに対象管の

塗覆装管理を確実に行う。 

（２）複数の陽極を設置する場合、相互の間隔は 1.0m 以上離すこと。陽極周囲の埋戻し

は、良質の土砂で行う。 

（３）陽極及び亜鉛照合電極は、単体・単線で電線保護管に収納し、所定のターミナルボッ

クス等に立ち上げる。 
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なお、ターミナルボックス等に立ち上げた電線類は、十分な余裕長をもって切り揃

え、それぞれの電線には、電極等の名称を記入したプレートを取り付ける。 

（４）電線相互の接続は、原則としてターミナルボックス又はこれに代替する弁室等で行う

こと。また、結線は、圧着端子、ボルト･ナット･ワッシャ等を用いて確実に行い、端末

処理材、ビニルテープ等で防水処理を施す。 

（５）亜鉛照合電極及び本管測定用端子は、接続しないものとするが、(4)に準じて防水処

理を施す。 

（４）ターミナルの本管への取付は、溶接による。 

７ 完成効果測定 

設置完了後、管対地電位ほか測定可能な項目を測定し、電気防食装置が正常に機能して

いることを確認の上、報告書を提出するものとする。 

なお、新設管に設置する場合の防食効果判定基準電位は、-850mV（飽和硫酸銅電極基

準）より卑な方向を合格とする。また、既設管に設置する場合の防食効果判定基準電位

は、特記仕様書又は監督職員の指示によるものとする。 

第９節 鋼管塗覆装及び塗装工 

４－９－１ 一般   

１ 本編は、鋼管の現場施工による内面塗装及び外面塗覆装に適用する。 

２ 塗覆装方法についての順序及び器具等の詳細は、着手前に監督職員に報告しなければな

らない。 

３ 塗装工は、豊富な実務経験を有する技能優秀なものでなければならない。 

４ 塗覆装作業にあたっては、火気及び換気について、十分対策を講じなければならない。 

５ 塗覆装作業のため、踏み台又は渡し板を使用する場合は、塗装を痛めないよう適切に養

生しなければならない。 

６ 塗装面上を歩くときは、ゴムマット等を敷き、常にきれいなゴム底靴（かかとのないも

の）、スリッパ等を使用しなければならない。 

４－９－２ 無溶剤形エポキシ樹脂塗料塗装 

この塗装は、JWWA K157（水道用液状エポキシ樹脂塗料塗装方法）に準拠し、水道に使用す

る管類、バルブ類、水槽等の内面で水道水に接する面に塗装する場合に使用するほか、管外面

等にも使用できるものとする。  
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１ 被塗装面の前処理 

（１）塗装に有害な突起が鋼面にあるときは、サンダ及びグラインダなどで平滑に仕上げな

ければならない。 

（２）付着した油分は、用材で布を用いて除去しなければならない。 

（３）スケール、さび、 異物などは、ブラスト、ワイヤーブラシなどを用いて除去し清掃

しなければならない。 

なお、監督職員の承諾を得た場合には、化学的処理によって除去することができる。

また、酸洗いによるときは、処理した面に残存する酸分を十分に水洗除去した後、すみ

やかに乾燥させる。 

（４）清掃を行った鋼面は、塗装するまでの間、再びさびたり、ほこりや油分などが付いた

りしないよう保護しなければならない。 

（５）水分が付着しているときは、乾いた布でふきとった後、十分に乾燥させなければなら

ない。 

２ 塗装の配合調整 

（１）塗料は、配合調整に先立ち、塗料製造業者の指定する有効期間内にあることを確認し

なければならない。 

（２）塗料は、塗料製造業者の指定する混合比に従って主剤と硬化剤を丈夫なへら、攪拌機

などにより異物の混入防止に十分注意して完全に攪拌しなければならない。 

（３）調整した塗料は、塗料製造業者の指定する可使時間内に使用しなければならない。 

３ 塗装 

（１）有効期限を過ぎた塗料は、塗装作業性及び塗膜品質が低下するため、使用してはなら

ない。 

（２）塗料の加温は、塗料製造業者の指定する温度範囲内とする。 

（３）塗装作業は、二液内部混合形塗装機又はこれと同等以上の性能を持つ塗装機、はけ、

へら及びローラなどによって行わなければならない。 

（４）塗装は、異物の混入、塗りむら、ピンホ－ル及び塗りもれなどがなく、均一な塗膜が

得られるようにしなければならない。 

（５）重塗りを行うときは、塗料製造業者の指定する塗装間隔を遵守しなければならない。 

４ 塗膜の保護及び硬化促進 

（１）塗膜は、指触乾燥までの間、ちり、ほこり及び水分などが付着しないようにしなけれ

ばならない。また、その後の硬化過程においても、塗膜を損傷しないように注意しなけ

ればならない。 
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（２）塗膜は、溶剤が揮散しやすいように大気中に解放しておかなければならない。なお、

必要に応じ、塗料製造業者の指定する温度範囲内で加熱することができる。 

（３）内面塗膜の厚さ 

塗膜の厚さは、0.3㎜以上としなければならない。 

（４）内面塗装の乾燥期間 

塗膜性能及び通水後の水質等を考慮し、塗料製造業者の指定により通水までの乾燥期間

をおかなければならない。 

４－９－３ 液状エポキシ樹脂塗装 

この塗装は，JWWA K135（水道用液状エポキシ樹脂塗料塗装方法）に準拠し，無溶剤エポキ

シ樹脂塗料塗装 JWWA K157（水道用無溶剤形エポキシ樹脂塗料塗装方法）による塗装が困難な

場合に使用する。 

１ 被塗装面の前処理 

（１）塗装に有害な突起が鋼面にあるときは、サンダ及びグラインダなどでなるべく平滑に

仕上げなければならない。 

（２）付着した油分は、有機溶剤を用いて布等で除去しなければならない。 

（３）スケール、さび、異物などは、ブラスト、ワイヤーブラシなどを用いて除去し清掃し

なければならない。監督職員の承諾を得た場合には、化学的処理によって除去すること

ができる。酸洗いによるときは、処理した面に残存する酸分を十分に水洗除去した後、

すみやかに乾燥させる。 

（４）清掃を行った鋼面は、塗装するまでの間、再びさびたり、ほこりや油分などが付いた

りしないよう保護しなければならない。 

（５）水分が付着しているときは、乾いた布でふきとった後、十分に乾燥させなければなら

ない。 

２ 塗料の配合調整 

（１）塗料は、配合調整に先立ち、塗料製造業者の指定する有効期間内にあることを確認し

なければならない。 

（２）塗料は、主剤と硬化剤を所定の配合化になるように計量して、攪拌機などにより十分

に混合しなければならない。 

（３）塗装作業時の気温などにより、塗装の希釈が必要なときは、専用シンナーを塗料製造

業者が指定する範囲内で添加することができる。ただし、専用シンナーは最大 10％

（重量）を超えてはならない。 
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（４）配合調整された塗料は、塗料製造業者の指定するポットライフ（時間）を経過したも

のを使用してはならない。 

３ 塗装  

（１）被塗装面の結露防止のため余熱する必要があるときは、赤外線、熱風及び熱湯浸せき

などにより均一な加熱を行わなければならない。 

（２）塗装は、はけ又はローラーによって行わなければならない。 

（３）塗装は、異物の混入、塗りむら、ピンホ－ル、塗りもれなどがなく、均一な塗膜が得

られるようにしなければならない。 

（４）重塗りを行うときは、塗料製造業者の指定する塗装間隔を遵守しなければならない。 

４ 塗膜の保護及び硬化促進 

（１）塗膜は、指触乾燥までの間、ちり、ほこり、水分などが付着しないようにしなければ

ならない。その後の硬化過程においても塗膜を損傷しないように注意しなければならな

い。 

（２）塗膜は、溶剤が揮散しやすいように大気中に解放しておかなければならない。なお、

必要に応じ、塗膜の硬化促進のため、赤外線及び熱風などにより、加熱することができ

る。 

５ 内面塗膜の厚さ 

塗膜の厚さは，0.3㎜以上としなければならない。 

６ 内面塗装の乾燥期間 

塗膜性能及び通水後の水質等を考慮し、塗料製造業者の指定により、通水までの乾燥期

間をおかなければならない。 

４－９－４ ジョイントコ－ト 

この作業は、原則として JWWA K153（水道用ジョイントコ－ト）に準拠して行うものとす

る。 

１ 水道用塗覆装鋼管の現場溶接継手部外面防食に用いるジョイントコ－トは、プラスチッ

ク系ジョイントコート Aを原則とする。 

なお、これにより難い場合は、プラスチック系ジョイントコート Bを使用できる。 
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ジョイントコートの種類及び構成 

種類 タイプ 

構成 

防食材 保護シート 耐衝撃シート 

プラスチック系ジョ

インコートＡ 

Ⅰ 熱収縮チューブ － － 

Ⅱ 熱収縮チューブ － ポリエチレンシート P 

プラスチック系ジョ

インコートＢ 

Ⅰ 熱収縮シート － － 

Ⅱ 熱収縮シート － ポリエチレンシート P 

２ 露出又はコンクリート巻き立ての場合は、タイプⅠとする。また、土中埋設の場合はタ

イプⅡとする。 

３ 注意事項 

（１）覆装作業が完了したのち、すみやかに埋戻しを行う。やむを得ず放置するときは、日

除け等を行い損傷防止に留意すること。 

（２）埋戻しは、入念に行い、覆装材等に損傷を与えないように留意すること。 

（３）防食材料は、必要量だけを梱包から取り出すこと。 

（４）防食材料の保管は、40℃以下の屋内を原則とし、変形や水分、異物の付着のないよう

にすること。 

４－９－５ 塗覆装及び塗装面の検査 

１ 各現場塗覆装は、監督職員の検査を受けなければならない。この場合、受注者は現場代

理人、主任技術者等を立ち会わせなければならない。 

２ 検査を受けるときは、検査に必要なホリデ－ディテクター、電磁微圧計及びテストハン

マ等を準備しなければならない。 

３ 液状エポキシ樹脂塗装 

１ 現場塗装の検査は、次のとおり行うものとする。 

（１）外観検査 

目視により塗装面の仕上がり状態を検査し、塗装表面のたれ、しわ、流れ、光沢、平

滑度並びに変色などについて有害な欠陥がなく、また、塗り残し及びピンホ－ルのない

ことを確認しなければならない。 

（２）膜厚検査 

塗膜の厚さは、電磁微膜厚計及びその他適当な測定機器で測定し、規定の厚みのある

ことを確認しなければならない。  
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（３）密着検査 

柄の長さ約 250 ㎜、重量約 0.1kg の鋼製の槌を用い、塗膜を軽く槌打ちして、はく離

の有無又は鋼制両刃のヘラを用いて、密着不良の欠陥の有無を確認しなければならな

い。 

４ ジョイントコ－ト 

ジョイントコ－トの被覆後の外観検査は、現場被覆部の被覆もれや密着性、傷、しわ及

びふくれの有無を目視にて検査しなければならない。 

５ 各塗覆装及び塗装のピンホ－ル検査 

規定の膜厚を有するものは、ホリデーディテクターを用いてピンホール検査を行い、火

花の発生するような欠陥があってはならない。試験電圧は表－１を標準とする。

［表－１ 試験電圧表］ 

工種  厚さ   試験電圧（DCV） 

 ジョイントコート 10,000～12,000V 

エポキシ樹脂塗装 0.3 ㎜ 1,200～1,500V 

４－９－６ 手直し 

検査の結果、不合格となった箇所は、ナイフ又はのみ等で塗膜を入念に切りとり、鋼面の処  

理からやり直し、再び検査を受けなければならない。ただし、表面のみの場合は、監督職員の

指示により行うものとする。 

なお、水素ガスの発生に起因する欠陥は、軽微なものを除き、鋼面より再塗装しなければな

らない。 

第１０節 水道用硬質ポリ塩化ビニル管の接合

４－１０－１ 一般  

 水道用硬質ポリ塩化ビニル管の配管及び接合については、塩化ビニル管・接手協会発行の水

道用硬質ポリ塩化ビニル管技術資料（施工編）に準拠するもののほか、次によるものとする。

１ 接合に先立ち、接合に必要な工具類を点検し、確認しておかなければならない。 

２ 接合に先立ち、挿し口部の外面、受口部の内面、ゴム輪等に付着している砂、油、その

他の異物を完全に取り除いておかなければならない。 
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 ４－１０－２ 切断及び面取り 

  １ ゴム輪（RR）接合方式において、管の切断を行った場合、面取機やディスクサンダーな

どを使って管厚の 1/2（1/2ｔ）、約 15°の面取りを行わなければならない。 

  ２ 接着（TS）接合方式において、管の切断を行った場合、面取機やヤスリなどを使って管

外面の面取り（1～2㎜）を行わなければならない。 

 ４－１０－３ ＲＲロング管の接合 

  ＲＲロング受口部には、Ⅰ型とⅡ型がある。 

ＲＲロング管の接合 

  １ 管の切断を行った場合、下表に示すℓ1、ℓ2 の標線を、管の全周にわたって油性ペンな

どで記入すること 

  ２ 挿し口外面と受口内面を乾いたウエス等で清掃すること。 

  ３ ゴム輪及び挿し口に、硬質ポリ塩化ビニル管用の滑材を塗布する。 

  ４ 管挿入は、挿入機（荷締機・レバーブロックなど）を使用し、大きな伸縮余裕と曲げ余

裕をとるため、管挿入位置を示す標線の間で止めなければならない。 

  ５ 管挿入後、全円周にわたってゴム輪が正常な状態かどうかチェックゲージで確認しなけ

ればならない。 

標線と管の挿入位置 
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標線長さ 単位：mm 

呼び径 50 75 100 150 

標線長さℓ1 156 166 179 201 

標線長さℓ2 231 241 245 276 

 ４－１０－４ ＲＲ管の接合 

  ＲＲ受口部には、Ⅰ型とⅡ型がある。 

ＲＲ管の接合 

  １ 管の切断を行った場合、下表に示すℓの標線を、管の全周にわたって油性ペンなどで記

入すること。 

  ２ 挿し口外面と受口内面を乾いたウエス等で清掃すること。 

  ３ ゴム輪及び挿し口に、硬質ポリ塩化ビニル管用の滑材を塗布する。 

  ４ 接合にあたっては、挿入機（荷締機・レバーブロックなど）を使用し、管挿入位置を示

す標線の間で止めなければならない。 

  ５ 管挿入後、全円周にわたってゴム輪が正常な状態かどうかチェックゲージで確認しなけ

ればならない。 

標線と管の挿入位置 

標線長さ 単位：mm 

呼び径 50 75 100 150 

標線長さℓ 107 120 132 152 

 ４－１０－５ 耐震金具及び離脱防止金具の装着 

  耐震金具はベンド管等の接合部に装着するスラスト防護用離脱防止金具ではない。なお、Ｒ

Ｒロング管の接合部に耐震金具を適用すれば、耐震性能を向上させることができ、ＲＲロング

管とＲＲ管のバンド等の異形管には、スラスト防護のために離脱防止金具を装着すること。 

  １ 耐震金具の装着（ＲＲロング管） 

   ア 挿し口用サドルを、取付け位置に仮止めすること。 

   イ 受口用サドルを装着する。 
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   ウ アームをセットする。 

   エ 仮止めしたボルトは、トルクレンチを使用して所定のトルクに締め付けなければなら

ない。 

耐震金具の装着 

  ２ 離脱防止金具の装着 

   ア 挿し口用サドルを、仮止めする。 

   イ 受口用サドルを装着する。 

   ウ アームをセットする。 

   エ 仮止めしたボルトは、トルクレンチを使用して所定のトルクに締め付けなければなら

ない。 

離脱防止金具の装着例 

  ３ 耐震金具及び離脱防止金具のボルト締付けトルクを下表に示す。 

ボルト締付けトルク   単位：N・m 

呼び径（㎜） 50 75 100 150 

ボルト締付けトルク（参考値） 50 60 

  ４－１０－６ ＴＳ接合 

   １ 管挿し込み標線は、受口長さを測り、管体に油性ペンなどで記入すること。 

ＴＳ接合 

   ２ 接着剤塗布前に、管を継手に軽く挿入し、管が止まる位置（ゼロポイント）が受口長

さの３分の１から３分の２の範囲であることを確認しなければならない。 

   ３ 継手内面及び管挿し口外面を乾いたウエス等で清掃すること。 
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   ４ 接着剤は、継手内面、管挿し口の順に、塗りムラや塗り漏らしのないように円周方向

に薄く均一に塗布しなければならない。 

   ５ 接着剤を塗り終えたら、直ちに受け口にひねらず標線まで一気に挿入し、そのまま３

０～６０秒押える。たたき込みよる挿入は行ってはならない。 

   ６ 接合後、はみ出した接着剤は直ちにふき取り、その際接合部に無理な力を加えないよ

うにすること。 

   ７ 接合後、通風等により溶剤蒸気を排除すること。 

   ８ 接着剤は、JWWA S 101（水道用硬質ポリ塩化ビニル管の接着剤）に適合するものを使

用すること。 

     接着剤がゼラチン状のようになったものは使用してはならない。 

   ９ 工事完成図として配管状況全体が確認できる配管施工図を作成しなければならない。 

第１１節 管路掘削に伴う路面復旧 

４－１１－１ 埋戻し方法 

埋戻しは、管に偏圧がかからないように管の両側から均等に行い、また、浮き上がり及び横 

ぶれが生じないようにランマ並びにたこ等を用いて掘削底面から 20cm 毎に締固めを行うもの

とする。 

４－１１－２ 仮復旧 

仮復旧は、所定の埋戻しを行った後、直ちに加熱アスファルト合材で舗設を行うものとす

る。区画線及び点字ブロック等がある場合は仮復旧であってもこれを設置すること。 

なお、本復旧までの間、巡回をかさね、事故を防がなければならない。 

４－１１－３ 本復旧 

本復旧は、本共通仕様書によるほか、最新の宮城県土木部共通仕様書の関係条項及び関係書

法令を遵守して行うこと。 

４－１１－４ 施工後の道路管理 

舗装工事完了後であっても、当該舗装道に破損、沈下等が生じた場合、その原因が明らかに

水道工事のためと判断されたときは、受注者の負担において速やかに復旧するものとする。 

４－１１－５ 路面の標識、構造物及び区画線 

道路鋲、道路標識、道路標示（白線、黄線）、視覚障害者用誘導ブロック及び道路占用者の

人孔蓋等路面上にあるものは、原形復旧を基本とする。 
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４－１１－６ 後片づけ及び清掃 

工事に伴う路面への落土、側溝の破損及びその他により付近住民及び通行者の迷惑とならな 

いよう、作業中であっても後片付、清掃に努めなければならない。 

第１２節 水管橋 

４－１２－１ 水管橋架設 

１ 水管橋の架設については、別に特記仕様書で定める場合を除き、次によるものとする。 

（１）架設に先立ち、材料を点検し、数量、部品及び塗装状況等を確認しておかなければな

らない。 

（２）架設は、まず、橋台、橋脚の天端高及び間隔を測量し、床版の位置を確認並びにアン

カーボルトの位置を決定しなければならない。 

（３）固定支承、可動支承部は、おのおのの機能を発揮させるよう正確に据付なければなら

ない。 

（４）伸縮継手部は、正確に規定の遊隙をもたせ、ゴム輪に異物を挟まないよう入念に据付

けなければならない。 

（５）溶接する場合は、第６節鋼管溶接継手に準拠すること。 

（６）架設後、本塗装に先立ち防錆塗装を行い、仕上げ塗装は指定された色彩の良質な塗料

でむらのないよう平滑に行わなければならない。 

なお、塗装については、WSP 009（水管橋外面塗装基準）によること。 

（７）足場は、堅牢安全なもので、河川の流水及び舟運等に支障を与えてはならない。 

なお、足場の撤去は、監督職員の承諾を得た後に行わねばならない。 

（８）護岸等の一部取壊し及び復旧は、河川管理者の指示に従わなければならない。 

 第１３節 推進工事 

４－１３－１ 一般事項 

受注者は、施工に先立ち、推進工法、立坑、水替え工及び推進設備等の詳細について記述し

た施工計画書及び工程表を監督職員に提出しなければならない。 
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４－１３－２ さや管 

さや管は、原則として、鋼管の場合は一般構造用炭素鋼鋼管（STK）とし、鉄筋コンクリー

ト管の場合は下水道推進工法用鉄筋コンクリート管（JSWAS-A-2）又は下水道小口径推進工法

用鉄筋コンクリート管（JSWAS-A-6）とするものとする。 

４－１３－３ 施工 

推進工は、最新の宮城県土木部共通仕様書第９編下水道編第４節推進工法に準拠するものと

する。 

４－１３－４ さや管内配管 

１  さや管内配管は、下記に留意し施工しなければならない。 

（１）さや管内は、配管に先立ち、管内配管に支障のないよう清掃すること。 

（２）配管時に使用するスペーサーは、監督職員の承諾を得ること。また、設置間隔は

2.0m に 1箇所を標準とする。 

（３）設計図書にカーブ配管の指定がある場合を除き、曲げ配管を行わないこと。 

（４）鋼管の溶接及び塗覆装工事は、第７節鋼管溶接継手工及び第９節鋼管塗覆装及び塗装

工に準拠すること。 

４－１３－５ 中込め注入 

１ 中込め注入は、下記に留意し施工しなければならない。 

（１）中込め注入に先立ち、さや管が鉄筋コンクリート管の場合は継手部にシーリングを行

った後、モルタルを充填すること。 

（２）さや管と配管との空隙は、下記配合のセメントベントナイトを用いて充填する。 

（１㎥当たり）  

高炉セメント（B） ベントナイト 水 参考：圧縮強度の目標値 

300 ㎏ 80 ㎏ 872L 1N／㎜ 2 

（３）中込め注入圧は、0.2MPa を標準とする。 

第１４節 防凍工 

４－１４－１ 防凍工 

防凍工は、露出配管部及び水管橋部等において、設計図書に基づき施工するものとする。 
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第５章 給水管取付替工事 

第１節 一般事項 

５－１－１ 適用範囲 

この章は、配水管工事等に伴う既設給水管の取付替工事（以下「取付替」という。）に適用

するものとする。 

５－１－２ 工事基準 

受注者は、取付替にあたり「山元町給水装置工事設計・施工基準」を遵守し、施工するもの 

とする。 

５－１－３ 使用材料 

取付替に使用する材料は、原則として「山元町給水装置工事設計・施工基準」に規定された

ものを使用するものとする。 

５－１－４ 取付替工事施工図 

取付替は、配水管の占用位置確定後に、関係する給水装置を現地調査するものとする。 

なお、設計図書、給水戸番図及び給水装置工事しゅん工図等と照合し著しい相違が認められ

た場合は、監督職員と協議するものとする。 

５－１－５ 個人情報の取扱い 

受注者が工事の施工に関し知り得た個人情報の取扱いは、本共通仕様書 1－48 の規定によ

るものとする。 

第２節 施工 

５－２－1 取付替対象 

１ 取付替は、設計図書によるものとし、原則として新設配水管に面した宅地を対象とす

る。 

２ 現地調査において、今後とも使用見込みのないことが明らかな給水装置及び現況が空地

等で、かつ、所有者確認が困難又は所有者から切り離しの承諾を受けた給水装置について

は、関係する図書を監督職員に提出のうえ，協議するものとする。 
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５－２－２ 取付替範囲等 

１ 取付替範囲は、丙止水栓を設置しメータ下流まで行うものとする。 なお、取付替範囲

を変更する場合は、監督職員と協議するものとする。

２ メータ上流部の鉛管及びポリエチレン１層管は、残置しないものとする。 

３ 既設メータが維持管理上好ましくない位置にある場合は、給水装置所有者の同意を得る

とともに監督職員と協議のうえ、メータの移設を行うものとする。 

４ 給水管（共用管等を含む。）を道路上で取付替えする場合は、第一止水栓又は仕切弁ま

でを原則とする。 

５－２－３ 施工技能者 

給水管取付替工事は、指定給水装置工事事業者が施工するものとする。 

なお、受注者は、水道法施行規則第３６条第１号の規定により当該給水装置工事（取付替）

に従事する給水装置工事主任技術者を指名し、施工計画書又は施工要領書に記載のうえ、監督

職員に提出するものとする。

５－２－４ 施工管理 

取付替にあたっては、５－２－３で規定する主任技術者をもって施工にあたるものとし、施

工管理には万全の注意を払うものとする 

なお、分水穿孔には監督職員が立会うものとする。ただし、監督職員が認めた場合は、監督

職員の立会いを省略することができるものとする。 

 ５－２－５ 関係住民への広報 

  取付替工事施工にあたっては、関係住民への工事説明及び断水広報等を行い十分な協力を得

られるよう努めるものとする。 

 ５－２－６ 土地の立入り等 

  取付替工事施工にあたり宅地（公有又は私有の土地）に立入る場合はあらかじめ所有者又は

使用者に通知するものとする。 


